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発電用軽水型原子炉施設に閨する安全設計審査指針及び関連の指針類

に反映させるべき事項について(とりまとめ）
｛9？

蕊皇墓睾駕尋總号
安全設計審査指針等検討小委員会証

1．はじめに

原子力安全基準･指針専門部会(以下｢部会｣という。）の下に設置された安全設計審査指針

等検討小委員会(以下｢小委員会｣という｡）は、「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審

査指針｣(平成2年8月30日、原子力安全委員会決定､平成13年3月29日一部改訂､以下｢安

全設計審査指針｣という｡)および関連指針類を対象とし､①安全設計審査指針および関連の指

針類に反映させるべき事項､②その他､重要と認められる事項について検討を進めてきた｡以下

に原子力安全委員会の指示に基づく検討について､平成24年3月時点での論点等の整理結果

を示す。

2.検討の進め方

小委員会における検討は､以下の方針により進めることとした。

（1）東京電力株式会社福島第一原子力発電所(以下｢福島第一原子力発電所｣という。）の事

故を踏まえ､安全設計審査指針および関連指針類における当面の改定内容並びに長期的

な改定の方向性およびその改定内容について整理。

（2）当面の改定内容については､順次､改定に向けた改定案を検討。

(3)特に､安全設計審査指針の指針27「電源喪失に対する設計上の考慮｣に関連し､長期

間にわたる全交流動力電源喪失(以下｢SBO｣という。）は考盧する必要がないと記載して

いること等から､SBO対策について優先的に検討を実施し､関連指針類についても長期的

な改定の方向性を順次検討。

(4)SB○対策の検討に引き続き､最終ヒートシンク喪失(以下｢LUHS｣という｡）対策に係る基

本的な考え方を整理。

(5)その他の課題について､今後検討されるべき事項について整理。

3.検討結果等

小委員会は、平成23年7月15日に第1回会合を開催して以降、平成24年2月24日までに

13回の会合を開催し､上記の検討の進め方に沿って以下のとおり検討を進めてきた。

(1)SBO対策について

指針27「電源喪失に対する設計上の考慮｣を中心としたSB○対策について､安全規制全

体を見通した一貫性のある検討を行い､技術的要件の整理とそれを踏まえた指針改訂案を作

成し､平成23年12月28日に部会へ報告した。
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(2)LUHS対策について

今般の福島第一原子力発電所等のLUHS事象の技術的課題を整理した上で､関連する米

国の規制動向を参照しつつ､LUHS対策に係る基本的考え方を整理した。

(3)その他の課題の検討について

SBO対策およびLUHS対策以外に､今後検討すべき事項について整理した。

上記(1)～(3)の事項についての検討の概要は､次のとおりである。

3-1SBO対策について

安全設計審査指針の要件としてのみならず､SBO対策について､安全規制全体を見通した一

貫性のある検討を行った｡この検討では､まず今後のSBO対策の基本的考え方を定め､その基

本的考え方を基にSBO対策に係る技術的要件を抽出し､その技術的要件から指針に反映すべ

き事項を整理した。

(1)今後のSBO対策の基本的考え方

福島第一原子力発電所1号機から3号機では､設計基準を超える地震と津波によってSBO

に陥り、この状態が長時間継続したことによって大規模な炉心損傷に至った｡この事故から得

られた教訓を踏まえ､以下のとおり多重防護の観点からの基本的考え方を整理した。

①SBOの発生頻度を合理的に達成できる限り低いものとすること。

②SBOが発生した際には､原子炉を安全に停止し､停止後の冷却を確保し､かつ､復旧でき

ること。

③SBOが発生し､原子炉の停止後の炉心および使用済燃料プールの冷却ならびに原子炉

格納容器の健全性の安定的な確保が困難となるような状況においても､炉心および使用済

燃料プールに貯蔵された使用済燃料の損傷を防止するための措置ならびに損傷に至った

場合においても､環境への放射性物質の環境放出を低減するための措置が可能であるこ

と。

(2)SBO対策に係る技術的要件

①「SBOの発生頻度を合理的に達成できる限り低いものとすること｡｣について

電気系統全般､外部電源および非常用所内電源についてSB○対策を検討し､これらに

係る技術的要件を整理した｡その結果､指針48．「電気系統｣について､以下の観点から整

理した技術的要件を指針へ反映することとした。

◆外部電源系からの受電の信頼性向上

◆外部電源喪失に備えて非常用所内電源設備について共用しない設計の要求

この他､電気系統全般について技術的要件を整理した。

②「SBOが発生した際には､原子炉を安全に停止し､停止後の冷却を確保し､かつ､復旧で

きること｡」について

SBO発生時の原子炉等の冷却手段について炉型(BWR､PWR)ごとに検討し､安定した
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冷却の維持に係る技術的要件を整理した｡その結果､指針27．「電源喪失に対する設計上

の考慮｣について､非常用電源とは独立した代替電源の設置を求め、これにより原子炉停

止後の冷却を確保することを指針へ反映することとした。

③「SBOが発生し､原子炉の停止後の炉心および使用済燃料プールの冷却ならびに原子炉

格納容器の健全性の安定的な確保が困難となるような状況においても.炉心および使用済

燃料プールに貯蔵された使用済燃料の損傷を防止するための措置ならびに損傷に至った

場合においても環境への放射性物質の放出を十分に低く制限するための措置が可能であ

ること｡」について

炉心損傷の進展防止ならびに影響緩和のため､アクシデントマネージメント(以下｢AM｣と

いう。）策の整備にあたっては､確率論的安全評価の結果等を参照し､リスクを低減する観

点から想定すべきシナリオを特定して､合理的に実行可能な対策を継続的な改善を通じて

整備すべきであることなどを技術的要件として整理した。

④SBOへの対策の有効性の確認

原子炉施設の設計上の想定を超える自然現象(外部事象)への対処能力を把握すること

は､今後の原子炉施設の安全確保､安全性向上のために重要であることから、SBO対策

の有効性を確認するための評価ならびに評価手法の改善を含め､継続的に実施されるべき

であることを技術的要件として整理した。

別紙1：「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針及び関連の指針類に反

映させるべき事項について(とりまとめ)〔指針27.｢電源喪失に対する設計上の考

慮｣を中心とした全交流動力電源喪失に関する検討報告〕」

別紙2：「全交流動力電源喪失対策に係る｢発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計

審査指針｣の改訂案」

3-2LUHS対策について

多重防護の考え方に基づき､LUHS時の耐久時間の把握､最終ヒートシンク(以下｢UHS｣と

いう｡）の復旧と代替冷却方法､AMの改善点といった観点から検討するため､今般の津波襲来

以降の福島第一原子力発電所および東京電力株式会社福島第二発電所(以下｢福島第二原子

力発電所｣という｡）の非常時に用いる冷却系統等の状況の把握､福島第二原子力発電所にお

けるLUHS時の復旧までの時間余裕の把握等を行った上で､LUHS対策の検討を進めた。

この検討では､米国の規制動向や諸外国での事例を参照し､UHSの頑健性､代替UHSの機

能、関連設備の改善、LUHS対策の実効性の総合評価といった論点を念頭に、以下のとおり

LUHS対策に係る基本的考え方を整理した。

(1)LUHSの発生防止

津波等によるLUHSの防止のためには､UHSへ熱を輸送する系統の共通要因故障を排除

する対策が必要である｡また､LUHSに伴う従属故障による影響拡大を防止するためにも鶴従

属故障要因を同定､排除した上で､以下のようなLUHS発生防止対策を整理した。

①系統を構成する機器等を堅牢な建屋に収納､建屋の水密化､機器の浸水防止等の物理

的防護､建屋内での機器等の設置位置の配慮。
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②機器の分離配置や分離壁の設置等による､異なる系統間および多重化された系列間の

独立性の確保。

③多重性および多様性の強化を含む系統構成に係る信頼性向上策の検討。

(2)LUHS時の対処､復旧能力の評価

①BWRでは､格納容器圧力抑制プールへの蓄熱によって一定時間対処し､その間にUHS

への熱の輸送機能の復|日を図ることが第一であるが､機能復|日が遅れる場合には､冷却水

の補給と原子炉格納容器ベントによって崩壊熱を大気に放出する。

②PWRでは､主蒸気逃がし弁を用いて蒸気発生器2次側を減圧することにより､低圧のポン

プによる蒸気発生器2次側への代替注水が可能となり、1次系からの崩壊熱除去を長期に

わたって実施できるとしているが､冷却水源を枯渇させない様に水源の確保が必要となる。

③LUHS時の使用済燃料プールの冷却は､BWRにおいては淡水(復水または純水)を補給、

PWRにおいてはほう酸水(燃料交換用水タンク水)を使用済燃料プールに補給して､使用

済燃料プールでの蓄熱と水温上昇に伴う蒸発による大気放熱によって使用済燃料の崩壊

熱を除去し､その間にUHSへの熱の輸送機能の復|日を図る。

④補機の冷却設備の停止に備えた代替冷却を備える必要がある。

⑤代替UHS設備については､恒久的代替設備の有効性､導入の可否についての評価と、

可搬式ポンプや可搬式熱交換器等の準備や設置など､諸外国における概念を参考とし､実

効的な手段を多重的に整備すべき。

⑥復旧策(復旧方法､復旧用の取替機器､予備品の装備､復旧時間)および復旧の範囲(冷

却対象設備､容量)について検討し､LUHSからの復旧能力について評価する。

(3)炉心損傷に至った時の緩和策についての留意点

①原子炉への代替注水(原子炉圧力の減圧操作と組合せ)による炉心の冷却手段。

②原子炉格納容器へのスプレイ等代替注水による原子炉格納容器の冷却手段。

③原子炉格納容器ベント(耐圧ベント)手段の確保ならびに原子炉格納容器ベント排気に伴

う放射性物質の放出の低減および排気に含まれる可燃性ガスへの対策等。

3－3その他の課題の検討について

小委員会では､これまでにSBO対策およびLUHS対策について重点的に審議が行ってきた。

これらに加え､今後さらに検討を継続すべき事項や検討が必要と考えられる課題について以下

のとおり整理した。

①安全設計審査指針における多重性､独立性､多様性の考え方について

津波等による共通要因故障の対策の一環として､多重防護の考え方に基づき､設計基準

事象あるいは設計基準事象を超える事象の何れの対応とするか整理した上で､多重性､独

立性､多様性を確実なものとすることを目的として､安全設計審査指針におけるこれらの考

え方を急ぎ検討することが特に重要である。
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②安全機能を有する設備の共用について

現行の安全設計審査指針においては､一般的に安全性に影響を及ぼさない範囲で共用

を認めているが､シビアアクシデントの諸条件を考慮した上で､信頼性の向上を目的として

共用に関する考え方を整理し､指針7.の適用について検討する必要がある。

③水素の漏えい対策について

原子炉建屋への水素漏えいを防止する対策について､安全設計審査指針における対策

の要否を検討する必要がある。

④施設の状態監視などについて

今般の福島第一原子力発電所の事故においては､SBOの発生､計算機等の故障､緊急

時対策支援システムの伝送装置と非常用所内電源との未接続等の事情から､プラントデー

タの収集に支障を与えた｡今般の事故を教訓として､改めて見直すべき点があるか検討す

る必要がある。

⑤使用済燃料の冷却について

使用済燃料の冷却の観点から対策の要否を検討する必要がある。

別紙3：「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針及び関連の指針類に反

映させるべき事項について(とりまとめ)〔最終ヒートシンク喪失対策及びその他

の課題の検討報告〕」

4.小委員会での検討について

別紙4：「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針及び関連の指針類に反

映させるべき事項の検討に関する論点等の取りまとめにあたり」
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発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針及び関連の指針類

に反映させるべき事項について(とりまとめ）

（
指針27.｢電源喪失に対する設計上の考慮｣を中心とした

全交流動力電源喪失に関する検討報告 〕

匪画

平成24年3月14日

原子炉安全基準･指針専門部会

安全設計審査指針等検討小委員会

はじめに

東京電力株式会社福島第一原子力発電所(以下｢福島第一原子力発電所｣という｡）1号機

から3号機では､平成23年3月11日の東北地方太平洋沖地震とそれに引き続き発生した津

波によって全交流動力電源喪失(以下｢SBO｣という｡）の事態に陥り、この状態が長時間継続

したことによって大規模な炉心損傷に至った｡この際に原子炉圧力容器ならびに原子炉格納

容器が過温､過圧によって損傷し､水素爆発等によって原子炉建屋の閉じ込め機能も著しく損

傷した｡さらに炉心損傷の影響を適切に抑制し制限することができず､大量の放射性物質の

環境中放出という深刻な事態をもたらした。

当小委員会ではこの事故の事象推移を踏まえ､「発電用軽水型原子炉施設に関する安全

設計審査指針｣(平成2年8月30日原子力安全委員会決定､以下｢安全設計審査指針｣とい

う｡)の関連条文を改訂することを含め､安全設計審査指針の要件のみならず､SBOの対策に

ついて､安全規制全体を見通して一貫性のある検討を行った。

1．安全設計審査指針27｢電源喪失に対する設計上の考慮｣の分析･評価等

1.1指針27｢電源喪失に対する設計上の考慮｣の策定経緯

指針27は､｢短時間のSBOに対して､原子炉を安全に停止し､かつ､停止後の冷却を確保

できる設計であること｣を求めている｡この内容は､昭和52年に原子力委員会が決定した安全

設計審査指針中の指針9.｢電源喪失に対する設計上の考慮｣を踏襲したものである(このため、

昭和52年の指針9も含めて､以下｢指針27｣という｡）。昭和52年にこの要求が導入された経

緯や､"短時間"との限定が付された根拠は不明であるが､後者については､送電線の回線事

故(外部電源喪失)の発生頻度と非常用ディーゼル発電機(以下｢EDG｣という｡）の起動失敗

確率の実績に基づいて､わが国では長時間のSBOが発生する頻度は十分に低いと判断され

たことによるものと推定される'。

1当時の検討資料(当小委員会参考資料第3-4号)では､30分以内と30分以上のSBO発生確率の評価が行われている。
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1.2指針27の特徴

指針27は､個別の構築物､系統および機器への要求ではなく､原子炉施設全体(システム）

への機能要求であって､この点において､指針2.｢自然現象に対する設計上の考盧｣､指針3．

「外部人為事象に対する設計上の考盧｣､指針5.｢火災に対する設計上の考盧｣等と共通の性

格を持つ｡ただし､これらとは異なり､SBOという特定のプラント状態を対象としていることに特

徴がある｡また多重故障事象に係る設計要求であることは安全設計審査指針の中では異質

である｡なお､昭和52年の安全設計審査指針では､指針9はIV.｢原子炉施設全般｣に分類さ

れていたが､平成2年の安全設計審査指針では､指針27はVI.｢原子炉冷却系｣に分類されて

いる｡これは､次節1.3で述べるような実際の適用を念頭におき整理されたものであると推測さ

れる。

1.3指針27の実際の適用

本指針の要求は､現在の設計においては､短時間のSBO時に原子炉冷却材圧力バウンダ

リ内の残留熱を除去することができる設備の存在と､これらの設備を制御するための非常用

直流電源設備(バッテリ)の容量とによって満足されると判断されてきた。

短時間のSBO時に原子炉冷却材圧力バウンダリ内の残留熱を除去することができる設備

として､例えば､沸騰水型原子炉(以下｢BWR｣という｡)では､指針23.｢原子炉冷却材補給系」

に関わる原子炉隔離時冷却系(以下｢RCIC｣という｡）や指針25.｢非常用炉心冷却系｣に関わ

る高圧注入系(以下｢HPCI｣という｡）が､加圧水型原子炉(以下｢PWR｣という｡)では､指針24.

「残留熱を除去する系統｣に関わるタービン動補助給水系(以下｢TDAFWS｣という｡）がある。

なお､SBO時の残留熱除去については､5.2.1で詳しく記述する。

昭和52年以後､発電用軽水型原子炉施設の安全審査においては､｢短時間｣とは30分間

以下のことであるとする解釈が共通認識として慣行となってきたため､指針27の要求は､30分

間のSBO時に冷却機能を維持するために十分なバッテリ容量の要求と同等であると解釈され

ている。

1.4策定後の指針27の妥当性についての検討経緯

昭和52年の安全設計審査指針の全面的な改訂以来､指針27における｢短時間｣の根拠の

妥当性､特に外部電源喪失の発生頻度については､さまざまな機会に検討が行われた2．

原子力施設事故･故障分析評価検討会全交流動力電源喪失事象検討ワーキング･グルー

プによってまとめられた報告書3(平成5年)によれば､米国NRCが1988年に制定したいわゆ

るSBO規則(10CFR50.63)における要件等との対比の下に､わが国の代表プラントにおける

SBO発生頻度やSBO耐久能力(SBO時のバッテリ容量および冷却用水源容量等に基づく耐

久時間)を検討し､わが国では外部電源およびEDGの信頼性が高くSBO発生頻度は低いこと

から､SBO耐久能力は､安全審査においては慣行として30分間しか要求されていないものの

実力値としてはPWRで5時間以上､BWRで8時間以上4であって､実質的には米国NRCの

2例えば､当小委員会参考資料第3-5号。

3原子力施設事故.故障分析評価検討会全交流電源喪失事象検討ワーキング･グループ:｢原子力発電所における全交流電源

喪失事象について｣(平成5年6月11日）

4PWR,BWRとも不可欠でない負荷を切り離した場合。
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SBO規則を満たしているとしている｡ただし､SBO規則が降雪､ハリケーン､竜巻等の外的事

象の想定を求めている(洪水は含まれていない｡）のに対して､同報告書では､外的事象によ

るSBO発生については論じられていない。

また､同報告書を含め、内的事象を起因事象とする確率論的安全評価(PSA)によれば､わ

が国の代表的プラントにおけるSBOに起因する炉心損傷発生頻度は小さいとされている。

このように､昭和52年の安全設計審査指針において導入された｢電源喪失に対する設計上

の考慮｣に関する要求では､短時間のSBOを考慮することのみを求めており､これは実績デ

ータに基づく発生頻度の考察に基づいていると考えられる｡以後の同様な確率論的検討がな

された場合においてもこの要求を見直すには至らなかった｡これらの検討では､いずれも外部

電源喪失とEDGの起動失敗は独立な事象であると仮定し､今般の事故のように設計上の想

定を超える自然現象によって外部電源とEDGがともに共通故障する事態は想定していない。

「短時間｣を30分間と解釈する審査慣行の根拠や､長時間のSBOの考慮が不要とされてい

ることの根拠については､過去の安全審査において､幾度か質問されているが､この審査慣

行や指針の妥当性が審議されるには至らなかった。

2．これまでのSBOに対する安全確保の考え方

2.1SBOについて

発電用軽水型原子炉施設におけるSBOの一般に用いられている定義は､「主発電機､外

部電源ならびにEDGから所内交流母線への電力供給が全て喪失した状態｣である5.これは、

常用および非常用交流母線への電力供給が全て喪失することを意味する｡ただし､バッテリ

から直流母線への電力供給､さらに直流母線に接続された無停電電源装置から計測制御用

のバイタル交流母線への電力供給が､SBO発生と同時に喪失する状態を意味するものでは

ない。

一般に用いられているSBOの定義は上記の通りであるが､SBOの安全上の重要性は-非

常用交流母線負荷への電力供給が全て喪失することによって､外部電源喪失時にEDGから

の電力供給によって作動することが期待されている手段6を含め､交流電源を用いた原子炉等

の冷却が行えない事態になること､さらにバッテリへの充電等も停止することにある｡このよう

な事態は､電源設備側の電力供給が全て喪失していない場合であっても､電源設備と負荷の

間の電気事故(例えば､火災､溢水､その他の原因による地絡等)によっても起こる可能性が

ある7｡このため､SBOの対策を検討するに当たっては､このような可能性も考慮することが必

要である。

51AEA-TECDOC-332''SAFETYASPECTSOFSTATIONBLACKOUTATNUCLEARPOWERPLANTT(1985)では、"Theloss

ofACpowersourceswhichnormallyenergizethesat句一relatedbuses(allofsitepower,themaingenerator.andthebackup,

emergencyACpower)iscalled,bydefinition,a"sta廿onblackout'v.''としている｡また､米国10CFR50.2では､"Stationblackout
meansthecompletelossofalternatingcurrent(ac)electricpowertotheessentialandnonessentialswitchgearbusesina

nuclearpowerplant(i､e､,lossofoffsiteelectricpowersystemconcurrentwithturbinetripandunavailabilityoftheonsite
emergencyacpowersystem)."としている。

6残留熱除去系､非常用炉心冷却系等の､交流電源を必要とし､海水を最終ヒートシンクとする系統による､原子炉､原子炉格
納容器､使用済燃料プール等の冷却。

フ所内配電喪失(Iossofinternalpowerdistribution:UPD)という。

3
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さらに､直流電源設備の事故､あるいは直流電源設備と負荷の間の事故によって､直流母

線負荷への電力供給の喪失が生じる可能性も否定できない｡この場合には､原子炉等の冷

却のための制御や監視の手段が失われる。

2.2これまでのSBOに対する安全確保の考え方

SBOの発生を防止するため､原子炉施設の外部電源系は2回線以上の送電線により電力

系統に接続されており、非常用所内電源系は､相互に独立な複数の系統(それぞれが､専用

のEDGに接続された非常用母線1区分で構成される｡)により構成し､外部電源喪失時に単

一故障を仮定しても原子炉の停止､冷却の維持が妨げられない設計としている｡このような設

計上の考盧に加え､建設､運転管理の各段階において､電気系統の信頼性を高めるための

配慮が行われている。

このような予防策にかかわらずSBOが発生すると､残留熱除去系､原子炉格納容器熱除

去系等の交流電動機駆動のポンプは不作動となる｡また､電動弁､制御用空気圧縮機やヒー

タなどの交流電源を必要とするものも不作動となる。しかし､このような状態でも､原子炉を安

全に停止し､交流電源を必要としない系統､機器を､バッテリを用いて制御することにより、原

子炉を一定時間にわたって冷却することが可能となるよう設計されている。（詳細については、

5.2.1で記述する｡）

原子炉施設の安全確保は､異常の発生防止､拡大防止､影響緩和という多重防護の考え

方に基づいており､SBOに関しても､上記で述べたように､発生防止と､発生時の拡大防止策

が考盧されている｡さらに､これに加えて､長時間にわたりSBOが継続したとしても､炉心損傷

を防止し､さらには炉心損傷に至った場合には放射性物質の環境放出を低減するためのアク

シデントマネージメント(以下｢AM｣という｡）策が､原子炉設置者の自主的措置という位置付け

の下に整備されることとなっていた8．

今般の事故で明らかになったことは､これまでの安全確保のアプローチでは､福島第一原

子力発電所の有していた潜在的脆弱性を発見し､改善することができていなかったということ

である｡これは､設計上の想定を大きく超える外的事象(地震､津波)を起因とするSBO発生

の可能性についての知見9や､長時間のSBOによるシビアアクシデント(以下｢SA｣という｡）に

ついての知見'0，関係する国内外の事故故障情報等'1が､安全設計審査指針を含む設計､建

設､運転管理の各段階での安全確保策ならびにAM策に適時かつ適切に反映されなかったこ

とによると考えるべきである｡これを教訓としてSBOに対する安全確保の考え方を再考するこ

とが求められる。

8「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策としてのアクシデントマネージメントについて(平成4年5月28日
原子力安全委員会決定､平成9年10月20日一部改正)」
9例えば､｢地震に係る確率論的安全評価手法の改良:BWRの事故シーケンスの試解析｣(独)原子力安全基盤機構
JNES/SAEO8-006平成20年8月

'o例えば、･4AnalysisofLong-TermStationBlackoutwithoutAutomaticDepressurizationatPeachBo辻omUsingMELCOR

(Versionl.8)''NUREG/CR-5850,1994年5月

'1例えば、NRCINFORMATIONNOTICE2005-30:SAFESHUTDOWNPOTENTIALLYCHALLENGEDBYUNANALYZED
INTERNALFLOODINGEVENTSANDINADEQUATEDESIGN,November7,2005
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3．今後のSBO対策の基本的な考え方

福島第一原子力発電所1号機から3号機では､設計基準を超える地震と津波によってSBO

に陥り、この状態が長時間継続したことによって大規模な炉心損傷に至った｡この事故から得

られた教訓を踏まえ､今後､発電用軽水型原子炉施設においては､より適切な設計､建設､運

転管理､SA防止策･影響緩和策によって､以下のような多重防護の観点からの要件を満たす

ことが求められる。

(1)SBOの発生頻度を合理的に達成できる限り低いものとすること。

(2)SBOが発生した際には､原子炉を安全に停止し､停止後の冷却を確保し､かつ､復旧でき

ること。

(3)SBOが発生し､原子炉の停止後の炉心および使用済燃料プールの冷却ならびに原子炉

格納容器の健全性の安定的な確保が困難となるような状況においても､炉心および使用

済燃料プールに貯蔵された使用済燃料の損傷を防止するための措置ならびに損傷に至っ

た場合においても環境への放射性物質の放出を十分に低く制限するための措置が可能で

あること。

4．今後のSBO対策の基本的な考え方から技術的要件への展開(基本的要件)について

前章3．では､多重防護の観点から､SBOの発生防止､SAへの発展防止､影響緩和につ

いてのSBO対策の基本的な考え方を述べた｡一方､多重防護については､これを原子炉施

設の状態分類ごとの対処策と関連づける考え方があり、国際原子力機関(以下｢IAEA｣とい

う｡）の国際原子力安全諮問グループ(InternationalNuclearSafetyAdvisoryGroup、以下

「INSAG｣という｡）の定義12によれば､多重防護第3層までが設計基準事象への対処策であ

り、多重防護第4層は設計基準事象を超える事象への対処策､すなわちSAの発生防止、

影響緩和策とされている｡これは､前章に述べた基本的要件と整合するものであり、設計上

の想定を超えるような自然現象への対処策についても第4層の防護策と位置づけることが

適切である｡以下では､SA対策の基本的考え方を具体的な技術的要件に展開するための

整理として､IAEA-INSAGの定義に基づく多重防護分類と関連づけて技術的要件と主要な論

点を述べる｡また､この基本的要求事項に対する技術的要件一覧を別添3に示す。(技術的

要件については次章5.以降に詳しく記載する｡）

(1)SBOの発生頻度を合理的に達成できる限り低いものとすること

以下の要求事項のうち､(1-1)は多重防護の第3層までに対応し､(1-2)は第4層に対応す

る。

(1-1)SBO発生防止のためのシステム信頼性向上

基本的考え方(1)にかない､合理的に達成可能である限り、外部電源(電力系統)と非

常用所内電源系からなるシステム全体の信頼性を､新知見や経験をフィードバックし､継

続的に改善することが不可欠である｡このため､適宜､必要に応じ､本システムの構成要

素について､規制の対象範囲および要求水準(その前提となる重要度分類等を含む｡)の

見直しを行うことが必要である。

'21ntemationaINuclearSafetyAdvisoryGroup,"DefenceinDepthinNuclearSafety'',INSAG-10,IAEA(1996).

5
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(1-2）原子炉施設の設計上の想定を超える事象の下でのSBO発生防止に係る頑健性の

確保

システム信頼性向上策は､原子炉施設の設計上想定される条件に加え､設計上の想

定を超える厳しい事象(例えば､想定を超える津波)の下でのSBOの発生頻度の低減に

有効なものでなければならない。よって､一般的な信頼性向上策である､構成要素の系

統分離､多重性､多様性､独立性の確保等により、原子炉施設の設計上の想定を超える

厳しい状況を含む､さまざまな状況の下でのシステムに一定の頑健性を持たせることが

求められる。

EDGを含む非常用所内電源設備は､想定を超える外部事象や内部事象に対しても一

定の頑健性を有するような構成であることが必要である｡ただし､本要求については、

（2-2)で述べる代替交流電源の性能要求が満たされることをもって､実質的に満たされた

ものとみなすことができる｡なお､この代替交流電源の設置に関して､既設の非常用所内

電源設備と同様な規制要件を課すことを意図しているものではない。

(2)SBOが発生した際には､原子炉を安全に停止し､停止後の冷却を確保し､かつ､復旧で

きること

「停止後の冷却を確保し｣とは､原子炉停止後の炉心および使用済燃料プールの冷却な

らびに原子炉冷却材圧力バウンダリおよび原子炉格納容器バウンダリの健全性を維持す

ることをいう｡炉心および使用済燃料プールの冷却の維持のためには､最低限燃料集合体

の冠水状態を維持することが必要である｡ただし､BWRの水位回復操作に伴う減圧操作に

おいて､一時的に燃料集合体が冠水状態でなくなることは許容される。

「復旧できる｣とは､当該原子炉を低温停止に移行し安定した状態に維持できる状態に戻

すことができることならびに使用済燃料プールの冷却を安定的に維持できる状態に戻すこと

ができることをいう。

SBOの発生が否定できないような状況において､外部電源の復旧などにより原子炉を低

温停止に移行し､安定的に維持するために必要な資源と態勢を確保するために必要な時

間にわたり､停止後の冷却を確保する必要がある｡SBOの発生が否定できないような状況

とは､大規模な自然現象を含め､原子炉施設内外における広範な災害を伴う状況を意味す

る。

以下の要求事項は多重防護の第4層に対応するものである。

（2-1）長時間のSBOの想定ならびに代替交流電源の設置

長時間のSBOを想定し､このときに原子炉施設が基本的考え方(2)を満足する設計で

あること｡また､このための方策として代替交流電源を設置すること。

長時間のSBOを想定する場合でも､非常用交流母線および直流電源設備､RCIC、

TDAFWS等は一定の期間にわたって利用可能とし､この期間内に代替交流電源を負荷

に接続できるように手順書を整備することが必要である。

（2-2）原子炉施設の設計上の想定を超える事象に対する代替交流電源の性能

代替交流電源は､既設の非常用所内電源設備に対して配置等による高い独立性を有

するよう配置し､想定を超える外部事象や内部事象に対して一定の頑健性を有するもの

であること｡これらの条件を満足する代替交流電源の設置によって、（1-2)｢原子炉施設

6
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の設計上の想定を超える事象の下でのSBO発生防止に係る頑健性の確保｣のうちEDG

を含む非常用所内電源設備に係る､想定を超える外部事象や内部事象に対する一定の

頑健性についての要求が実質的に満たされたものと見なすことができる。

③SBOが発生し､原子炉の停止後の炉心および使用済燃料プールの冷却ならびに原子炉

格納容器の健全性の安定的な確保が困難となるような状況においても､炉心および使

用済燃料プールに貯蔵された使用済燃料の損傷を防止するための措置ならびに損傷に

至った場合においても環境への放射性物質の放出を十分に低く制限するための措置が

可能であること

以下の要求事項は多重防護の第4層に対応するものである。

（3-1）多様なSBOシナリオに係るAM策の整備

多様なSBOシナリオにおいて炉心および使用済燃料プールに貯蔵された使用済燃料

の損傷の防止ならびに損傷に至った場合に影響を緩和するためのAM策を整備し､対策

が講じられること'3。

(3-2)SBO固有の制約の考慮

炉心損傷防止および影響緩和のためのAM策の整備において､SBOに特有の制約を

適確に考慮すること。

（3-3）復旧策の整備

SBOからの復旧のための発電所内外の対策および発電所外からの支援策を整備す

ること｡これに基づいて､外部電源の復旧などにより原子炉を低温停止に移行し､安定的

に維持するために必要な資源と態勢を確保するために必要な時間を評価すること。

（3-4）その他

SBO対策に関するAM策の実施に係る手順書の整備および教育訓練の充実を図るこ

と｡また.基本的な考え方(3)だけに拘わらず､基本的な考え方(1)から(3)全般に係る人材

育成の充実およびSA研究を積極的に推進すること。

(4)SBOへの対処策の有効性の確認

基本的な考え方(1)から(3)に基づく対処策の有効性を複数の観点から評価することを求め

る｡以下の要求事項は多重防護の第4層に対応するものである。

（4-1）耐久時間および復旧所要時間の評価

SBOへの対処策の有効性を確認するうえで､種々のSBOシナリオについて､それぞれ

SBO発生後の原子炉の冷却を維持できる時間(耐久時間)を評価すること｡また､耐久時

間が外部電源の復旧などにより原子炉を低温停止に移行し､安定的に維持するために

必要な資源と態勢を確保するために必要な時間を上回ることを示すこと。

'3例えば､SBOに加え母線や直流電源の喪失が重畳した場合の対処策､想定を超える事象に対して､最小限の安全機能を維
持するための電気系統の信頼性の向上策､SBO発生時に炉心冷却を行う系統の性能評価およびその信頼性の向上策､SBO
発生時に原子炉格納容器の健全性を維持する設備の信頼性の向上策､AM対応機器の信頼性維持のためのメンテンナンス
実施策等。
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(4-2）原子炉施設の設計上の想定を超える事象を対象とする総合的安全評価

原子炉施設の設計上の想定を超える負荷が原子炉施設に加わった場合の評価によっ

て､炉心損傷に至る可能性の生じるような条件を求め､このような想定を超える事象の結

果として､SBOを起因とした顕著な脆弱性が示されないことを確認すること。

5.SBO対策に係る具体的な技術的要件

本章では､前章4．での基本的要件の整理を基にSBO対策に係る技術的要件の具体的な

内容について述べる｡なお､以下において用いる用語は､安全設計審査指針における定義に

よる。

5.1基本的考え方(1)｢SBOの発生頻度を合理的に達成できる限り低いものとすること｣につ

いて

5.1.1電気系統全般

①2.1で述べたように､一般に用いられているSBOの定義は､｢主発電機､外部電源ならび

にEDGから所内交流母線への電力供給が全て喪失した状態｣である。

電気系統の設計において､非常用母線(交流､直流､バイタル交流)への電力供給源側

に対して､電力を安定供給するための対策を､また非常用母線等(電力供給源と負荷とを

接続する一連の設備)に対して､短絡等の電気故障が発生した場合にその影響が波及的

に拡大して､全非常用母線の電圧が消失することがないように必要な防止対策を講じるこ

とを求める。

これは、

・想定される異常状態(例えば､原子炉冷却材喪失事故)時において必要な安全機能を確

保するために非常用母線の負荷への電力供給を確保すること

･SBOの発生を防止すること

・電源の喪失以外の原因による非常用交流母線電圧の消失を防止すること

・バッテリの枯渇または枯渇防止策以外の要因で非常用直流母線電圧ならびにバイタル

交流母線電圧の消失を防止すること

を求めるものである。

重要度の特に高い安全機能を有する構築物､系統及び機器は､その機能を達成する

ために重虫を必要とする場合において､外部電源(電力系統)又は非常用所内電源設備
のいずれからも電力の供給を受けられふかつ､十分に高い信頼性を確保､維持し得る設

計であること｡また､主発電機､外音 電源系､非常用所内電源系昼その他の関連する電

気系統の機器の故障によって､必要とされる電力の供給が喪失することがないよう､異

常を検知しその拡大及び伝播を防ぐことができる設計であること

※:~上記は､現行の指針48.｢電気系統｣1.にて規定されている事項｡なお､下線部については､今回の検
討で明確化を図つた事項。

ここで､「外部電源(電力系統)｣とは､原子力発電所内開閉所の外の電力系統のことで
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あり、当該原子炉施設の主発電機および隣接する他の原子炉施設の主発電機は含まな

い'4.原子炉施設の異常時における非常用母線への電力供給については､当該原子炉施

設の主発電機､あるいは隣接する他の原子炉施設の主発電機に期待しない設計であるこ

とが求められる。これは､福島第一原子力発電所の事故のように､複数の原子炉施設が

同時に停止した場合､隣接する原子炉施設の主発電機からの電力供給に期待できないこ

とを踏まえたものである。

「異常を検知しその拡大及び伝播を防ぐことができる設計｣とは､電気系統の機器の短

絡や地絡､母線の低電圧や過電流などを検知し､遮断器等により故障箇所を隔離し故障

による影響を局所化できるとともに他の電気系統の安全機能への影響を限定できる設計

であることをいう。

②電気系統の信頼性を確保するためには､構成機器等に関する試験や保守を適切に行う

ことが必要である｡この観点から､設計要件としては､以下が求められる｡ここでの対象設

備は､電気的影響が波及する可能性を考慮し､適切に範囲を設定されるべきである。

※：上記は､現行の指針48.｢電気系統｣1.にて規定されている事項｡なお､下線部については､今回の検

討で明確化を図つた事項。

今般の福島第一原子力発電所の事故では､地震および津波により複数の号機におい

てSBOがほぼ同時に発生した。

この教訓を踏まえると､SBOの発生防止およびSBOが発生した際に原子炉冷却機能、

原子炉格納容器の閉じ込め機能等を維持するために､電力供給全般にわたる頑健性の

向上を図ることが必要である。

上記の試験可能性に係る技術的要件の対象としては非常用所内電源系等があるが、

現在この対象となっていない電気系統のうち､非常用所内電源系の機能に影響を与え得

る設備ならびにAM策として機能を期待される設備についても､上記の技術的要件と同等

の試験および検査が可能な設計を求めるべきである。ついては､今後､こうした設備を

｢発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針｣(以下｢重要度

分類指針｣という｡）の対象とすべきか否かについてリスク情報を活用'5しつつ検討される

ことが望まれる。

③原子炉施設によっては､同一敷地内の隣接する他の原子炉施設と電気系統の一部を

共用しているものがある｡このような場合には､以下のような技術的要件が求められる。

電気系統の一部を2基以上の原子炉施設間で共用する場合､各々の原子炉施設に

'4現行の指針48.解説では､｢外部電源(電力系統又は主発電機)｣という表記がある｡このような考え方と区別するため､本報告
書では｢外部電源(電力系統)｣という表記を用いている。

'5「｢発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針｣を運転管理段階で参考とする場合のリスク情報の
活用の考え方について(平成21年2月26日原子力安全委員会原子力安全基準･指針専門部会報告)」
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おいて異常状態が発生した場合であっても､その異常状態の拡大防止のために必要な

原子炉の停止､残留熱の除去､放射性物質の閉じ込め等の安全機能が阻害されること

がない設計であること。

※：上記は､今回の検討において指針48.｢電気系統｣に新たに追加した事項。

上記要求は､原子炉施設全般に適用される指針7.｢共用に関する設計上の考慮｣を電

気系統に対して個別に規定したものであり､電気系統の故障による影響の範囲は一義的

に特定できず､原子炉施設内で拡大の可能性があることから､指針7の適用を電気系統に

対して明文化したものである。

5.1.2外部電源系

東北地方太平洋沖地震では､原子力発電所外の変電所の遮断器等の故障や回線事故

によって､各原子力発電所への送電が複数の回線において停止した｡福島第一原子力発

電所においても､このことが外部電源喪失の原因の一部となった｡これを踏まえ､2回線の

電源喪失により､複数号機が同時に外部電源喪失することを防止する観点から､原子力発

電所への外部電源の電力供給の信頼性確保を目的として､以下のような技術的要件が求

められる。

外部電源系は､2回線以上の送電線により電力系統に接続され型かつ､これらの回線

のうち少なくとも1回線は他の回線と物理的に分離した設計であること｡また、 数の原

子炉施設が設置される原子力発電所においては､いかなる2回線が喪失しても､それら

原子炉施設が同時に外部電源喪失にならない設計であること。

※：上記は､現行の指針48.｢電源系統｣2.にて規定されている事項｡下線部は､今回の検討において追記

した事項。

ここで､「外部電源系｣とは､外部電源(電力系統)または当該原子炉施設の主発電機か

らの電力を原子炉施設に供給するための一連の設備をいう。

「物理的に分離｣とは､回線相互に故障の影響を受けない離隔距離をとることをいう｡ただ

し､十分な離隔距離を確保できるのであれば､必ずしも別々の送電用地を通す必要はな

い。

外部電源系の｢2回線以上の送電線｣については､送受電可能な回線または受電専用の

回線の組合せにより達成され､受電専用の回線を接続する場合は､原子炉を安全に停止し、

停止後の冷却(使用済燃料プールを含む｡)を確保するため､重要度の特に高い安全機能

を有する構築物､系統および機器が､その機能を果たすために十分な容量の電力を供給で

きる必要がある。

外部電源(電力系統)は､安全設計審査指針でいう｢電気系統｣には含まれず､現行の核

原料物質､核燃料物質および原子炉の規制に関する法律による規制対象ではない｡しかし

ながら､原子力発電所への電力供給については､一層の信頼性向上を図ることが望まれる。
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ここでは､想定される地震や悪天候等の下での電力供給の信頼性とともに､外部電源(電

力系統)の擾乱が原子炉施設の運転に及ぼす影響や､原子炉施設の発電トリップ(停止)に

伴う電力系統に及ぼす擾乱が､当該原子炉施設をはじめ隣接する原子炉施設への電力供

給の影響を及ぼす可能性を考慮すべきである。

また､その他の信頼性向上のためのAM策として､2回線以上の送電線のうち､少なくとも

1回線は他の回線と異なる変電所に接続されているか､または接続可能な設計とするべき

である。

東北地方太平洋沖地震では､原子力発電所内の外部電源系の構成要素である遮断器

や地下ケーブルの損傷が生じ､外部電源喪失の原因の一部となった｡外部電源系は､現行

の重要度分類指針においては､異常発生防止系のクラス3(PS-3)に分類され､一般産業

施設と同等以上の信頼性を確保し､かつ､維持することのみが求められており、今般の事

故を踏まえれば､高い水準の信頼性の維持､向上に取り組むことが望まれる。

5.1.3非常用所内電源系

非常用所内電源系については､従来から高い信頼性が要求されているが､海外でのトラ

ブル情報等も活用して一層実効性のある信頼性確保を図るべきである｡従って､当該系統

については､従来の要求に加え､新たに二つの技術的要件を課すべきものと考える。

非常用所内電源系は､多重性又は多様性及び独立性を有し､その系統を構成する機

器の単一故障を仮定しても次の各号に掲げる事項を確実に行うのに十分な容量及び機

能を有する設計であること。

(1)運転時の異常な過渡変化時において､燃料の許容設計限界及び原子炉冷却材圧

力バウンダリの設計条件を超えることなく原子炉を停止し､冷却すること。

(2)原子炉冷却材喪失等の事故時の炉心冷却を行い､かつ､原子炉格納容器の健全性

並びにその他の所要の系統及び機器の安全機能を確保すること。
※：上記は､現行の指針48.｢電気系統｣3.にて規定されている事項。

ここで､「非常用所内電源系｣とは､非常用所内電源設備(EDG､バッテリ等)および工学

的安全施設を含む重要度の特に高い安全機能を有する設備への電力供給設備(非常用ス

イッチギア､ケーブル等)をいう。

また､「多重性｣、「多様性｣、｢独立性｣という用語の安全設計審査指針における定義は以

下の通りである。

.｢多重性｣とは､同一の機能を有する同一の性質の系統または機器が二つ以上あることを

いう。

｡｢多様性｣とは､同一の機能を有する異なる性質の系統または機器が二つ以上あることを

いう。

.｢独立性｣とは､二つ以上の系統または機器が設計上考慮する環境条件および運転状態

において､共通要因または従属要因によって、同時にその機能が阻害されないことをい
一

つ。
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福島第一原子力発電所の事故では､複数の原子炉施設において､多重化された非常用

所内電源系が､津波による直接の被水･冠水､さらに津波による海水冷却系の機能喪失に

よって､ほぼ同時に機能を喪失した｡これについては､津波高さの想定が不適切であったこ

とに加えて､想定を超える津波に対して非常用所内電源系の独立性が失われやすい脆弱

な設計であったと考えられる｡EDGを含む非常用所内電源設備は､その重要性に鑑み､設

置位置や構成する電源設備の冷却方式の多様性によって､想定を超える外部事象や内部

事象に対しても､一定の頑健性を有するような構成であることが求められる｡ただし､5.2.2で

述べる代替交流電源がその性能要求を含めて満たすことをもって､本要求は実質的に達成

されたものとみなすことができる。

非常用所内電源系は､系統を構成する機器の単一故障が生じた場合であっても､そ

の安全機能が達成できるよう､電気的隔離及び物理的分離を適切に考慮した設計であ

ること。

※：上記は､今回の検討において指針48.｢電気系統｣に新たに追加した事項。

ここで､｢電気的隔離｣とは､下層の機器の故障による影響が上層の機器に及ばないよう

遮断器等により故障した機器を隔離することをいう。

「罪焉甫所丙蕾源讓漏顧豆墓亘工房原字炉葹霊闇舂棄甫亡罰霊許壱扇三互司
※：上記は､今回の検討において指針48.｢電気系統｣に新たに追加した事項。

指針7.｢共用に関する設計上の考慮｣は､非常用所内電源設備には適用せず､原子炉施

設間での共用を禁止することを基本とする｡これは､福島第一原子力発電所の事故を教訓

とし､非常用所内電源設備の重要性に鑑みたものである。

なお､上記要件は､基本設計に対する要求であり、AM策としての非常用所内電源系の

融通など相互接続を一切禁止するものではない｡より一層の多重性強化を行う場合(例え

ば､2系統で多重化された系統について､更に多重性を強化し3系統化とする場合)につい

ては､安全性の妨げにならないことが確認されれば､共用は許容される。

5.1.4電気系統の設計基準について

規制行政庁においては､外部電源､外部電源系､ならびに非常用所内電源系のみならず

常用所内電源系を含めて､詳細設計に関する具体的基準を策定､強化し､安全設計審査

指針の指針48の設計方針に係る要求を満足する仕様であることが必要である｡また､この

基準の検討では､外部事象ならびに内部溢水､火災等による電気系統の損傷防止や原子

炉施設の多重防護を達成する上で必要な電気系統の性能を考慮すべきである。

5.1.5電源に係る運転上の制限等について

電源に係る運転上の制限(LCO)、許容待機除外時間(AOT)等の設定にあたっては、

SBO対策の基本的な考え方に整合し､SBOによるリスクの有意な増加につながらないこと

を確認しなければならない｡また､SBOによるリスクの抑制のため､国内外の事故故障情報
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を適時に分析し､その結果に基づき必要に応じて､その結果をSBO対策に反映すべきであ

る。

5.2基本的考え方(2)｢SBOが発生した際には､原子炉を安全に停止し､停止後の冷却を確保

し､かつ､復旧できること｣について

既に述べたように､「停止後の冷却を確保し｣とは､原子炉停止後の炉心および使用済燃

料プールの冷却ならびに原子炉冷却材圧力バウンダリおよび原子炉格納容器バウンダリ

の健全性を維持することをいう｡炉心および使用済燃料プールの冷却の維持のためには、

最低限燃料集合体の冠水状態を維持することが必要である｡ただし､BWRの水位回復操作

に伴う減圧操作において､一時的に燃料集合体が冠水状態でなくなることは許容される。

また､「復旧できる｣とは、当該原子炉を低温停止に移行し安定した状態に維持できる状

態に戻すことができることならびに使用済燃料プールの冷却を安定的に維持できる状態に

戻すことができることをいう。

5.2.1!.1SBOが発生した際の原子炉冷却の特徴と冷却手段

SBOが発生した際には､交流電源を用いた原子炉等の冷却ができない｡このため､BWR、

PWRでは原子炉等の冷却について､それぞれ以下のような手段をとることとしている。

(1)BWRの増合

BWRにおいては、原子炉圧力容器内の蒸気によってタービン駆動されるRCIC"

HPCI(BWR/3およびBWR/4に設置)によって､炉心の水位を維持する'6.炉心で発生する崩

壊熱は､原子炉冷却材の沸騰によって除去されるが､発生した蒸気は､RCIC"HPCIの蒸

気タービンあるいは主蒸気逃がし弁を介して原子炉格納容器のサプレションプールに流入

する｡SBOの下では海水を最終ヒートシンクとする系統による原子炉格納容器の除熱がで

きないため､崩壊熱がサプレションプールに蓄積して圧力および温度の上昇をもたらす。

この際､RCIC､HPCIの制御や原子炉のパラメータの監視のためには直流電源が必要で

あるが､SBO下ではバッテリの充電を維持することができず､バッテリが枯渇するとRCIC"

HPCIの制御が不能となる｡現行設計では､直流母線の負荷のうち不可欠でないものを切り

離した場合でも､バッテリの容量は8時間程度とされている。

外部電源またはEDG(1台以上)の復旧､他の原子炉施設からの電源融通､あるいは代

替交流電源の利用によって､非常用母線1区分以上へ電力供給が復|日できれば､バッテリ

の再充電や制御用圧縮空気を確保でき､RCICやHPCIに代わって､交流電源による原子炉

等の冷却を確保できる｡交流電源の復旧は､現時点においてはAM策と位置づけられてい

る。

何らかの原因により電源容量が海水を最終ヒートシンクとする系統(原子炉補機冷却水

設備､原子炉補機冷却海水設備等)による原子炉残留熱の除去には不十分な場合であっ

'6BWR/2,3については､RCICは設置されておらず､これに代わるものとして非常用復水器(IC)2系統によって崩壊熱を大気中に
放出しつつ､炉心の水位を維持することができる設計となっている｡またBWR/5,ABWRでは蒸気タービン駆動HPCIは設置さ
れておらず､これに代わるものとして､BWR/5では専用のEDGを有する電動の高圧炉心スプレイ系(HPCS)1系統が､ABWR
では電動の高圧炉心注水系2系統が設置されている。

13
【19／89】



ても､代替の冷却手段が選択される｡まず考えられるのは､逃がし安全弁(以下｢SRV｣とい

う｡)を動作させて原子炉圧力容器を減圧し､代替注水手段(消火ポンプ等)によって炉心水

位を維持することである｡しかし､RCIC"HPCI､SRVを通じた蒸気の流入によって崩壊熱

がサプレションプールに蓄積し､これによって時間とともに原子炉格納容器内の圧力と温度

が上昇する｡このため､原子炉格納容器の健全性を維持するためには､別の冷却手段に移

行する必要がある｡このための時間余裕は､20時間以上17と考えられる。

このような場合､原子炉格納容器ベント弁を開放して蒸気を放出することによって､原子

炉格納容器の圧力を低下させ､一方､原子炉圧力容器には崩壊熱による蒸発量とバランス

する程度の注水を継続することによって､炉心水位を維持しつつ､原子炉格納容器の過圧

を防止することができる｡このような注水と蒸気放出の組み合わせによる除熱をここではフィ

ード．アンド･ブリードという｡これらの手順や設備も､現時点においてはAM策と位置づけら

れている。

さらに、海水を最終ヒートシンクとする残留熱除去が代替手段により確保できれば､格納

容器ベントによる環境中への原子炉冷却材の放出を行うことなく､またフィード.アンド.ブリ

ードによって冷却水源を消費することなく､停止後の冷却を確保することができる。

(2)PWRの場合

PWRにおいては､蒸気発生器(以下｢SG｣という｡)2次系の蒸気によってTDAFWSを使用

して､2次系に給水し､主蒸気逃がし弁から大気中に蒸気を放出して2次系の冷却を行うこ

とで､SGを介して1次系の除熱を行う｡炉心で発生する崩壊熱は､1次冷却材の自然循環

によって除去され､SGを介して大気中に放出される18。

この際､SGの水位や原子炉のパラメータの監視のためには直流電源が必要であるが、

SBO下ではバッテリの充電を維持することができず､バッテリが枯渇するとSG水位等の監

視ができなくなる｡現行設計では､直流母線の負荷のうち不可欠でないものを切り離した場

合でも､バッテリの容量は5時間程度とされている。

外部電源またはEDG(1台以上)の復旧､他の原子炉施設からの電源融通､あるいは代

替交流電源の利用によって､非常用母線1区分以上へ電力供給が復旧できれば､バッテリ

の再充電や制御用圧縮空気を確保でき､交流電源による原子炉等の冷却を確保できる。

代替交流電源等の容量が大きい場合は電動補助給水ポンプによる2次系への注水､充て

んポンプによる1次系への注水に加えて､海水を最終ヒートシンクとする系統(原子炉補機

冷却水設備､原子炉補機冷却海水設備等)による原子炉残留熱の除去が可能となり､原子

炉の停止後の冷却を確保することができる｡なお､交流電源の復旧は､現時点においては

AM策と位置づけられている｡何らかの原因により電源容量が海水を最終ヒートシンクとす

る系統(原子炉補機冷却水設備､原子炉補機冷却海水設備等)による原子炉残留熱の除

去には不十分な場合であっても､大気を最終ヒートシンクとする残留熱除去を継続すること

ができるが､ここでは､2次系の冷却により1次系を減温減圧し､蓄圧タンクからほう酸水が

17設計小委第7-3号｢全交流電源喪失時の対応について｣電気事業連合会(安全設計指針等検討小委員会第7回会合資料）

'8TDAFWSが使用できない場合､SG2次側の減圧と代替注入を適時に開始することが必要である。
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注入されることによって未臨界を確保することとしている｡この際､蓄圧タンク内の窒素が1

次系に流入して自然循環を阻害することを防止するためには､代替交流電源等からの給電

により蓄圧タンク出口隔離弁を閉止する必要がある｡また､2次系への注水によって冷却水

源を消費する。

③冷却持続時間の制限要素

上記(1)､(2)で挙げたものを含め､冷却持続時間の制限要素として以下を考慮する必要が

ある。

1)BWRおよびPWRの共通事項

･SBOが長時間に及ぶと非常用母線へ電力が供給されなくなり、直流電源､制御用圧

縮空気の枯渇(圧縮機停止および圧縮空気の消費)によって中央制御室における原

子炉の状態監視､遠隔操作等を行うことが困難となる。

・上記の条件下で､RCIC､HPCI､TDAFWSの蒸気タービン駆動ポンプを継続的に運転

する場合､建屋の空調が停止しているため､雰囲気温度が上昇し､これらの機器が仕

様温度を超えて故障する可能性がある。

・電力が供給されていても､その容量が不十分な場合､フィード｡アンド･ブリードによる除

熱を行うこととなるため､冷却水源の枯渇がクリティカルになる。

2)PWR特有の事項

・1次冷却材ポンプのメカニカルシールへの封水注入が停止し､シール機能の低下によ

り、1次冷却材の漏えいが開始する可能性がある。

(4)SBO下での優先的冷却手段の喪失の防止と影響緩和

SBO発生時､交流電源の復旧までの間は､直流電源によって制御できる設備による冷却

を行うこととなるため.SBO発生と同時に直流電源が喪失するような事態､あるいは交流電

源の復旧以前に直流電源が枯渇するような事態を防止しなければならない｡このため､直

流電源の耐性については､原子炉施設の設計上の想定を超えるような外部事象や内部事

象をも含めて考慮することが必要となる｡また､このような考慮にもかかわらず直流電源が

喪失した場合の影響が把握され､基本的考え方(2)および(3)を踏まえて合理的に実施可能

な影響緩和策が準備されていることが不可欠と考える。

RCIC､HPCI､TDAFWS等の役割は重要であることから､これらの耐性については､原子

炉施設の設計上の想定を超えるような外部事象や内部事象をも含めて考慮することが必要

となる｡また､このような考慮にもかかわらず､これらの設備の機能が喪失した場合の影響

が把握され､基本的考え方(2)および(3)を踏まえて合理的に実施可能な影響緩和策が整備

されていることが不可欠と考える。

5.2.2SBOが発生した際の原子炉の冷却機能の維持に係る技術的要件

SBOが発生した際の原子炉の冷却機能を維持する観点から､以下のような技術的要件

を規定する必要があると考えられる。

①原子炉施設は､全交流動力電源喪失に対して､原子炉を安全に停止し､停止後の
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冷却』使用済燃料の貯蔵設備を含む｡）を確保し､かつ､復旧できる設計であること｡こー
れを達成するために､代替電源設備を備えること。

する設計であること。

(1)炉心の冷却と格納容器の健全性を維持し原子炉を安定した停止状態に移行し維

持するとともに用済燃：の貯設備の冷却を行うのに十分な容量及び機能を

有する設計であること｡また､必要に応じて電源盤､代替直流電源等を備えること。

(2)非常用所内電源設備の故障や共通要因により機能が喪失しないよう､非常用所

内電源設備とは電気的､物理的な独立性を有する自立した設備構成であること。

(3)地震や浸水などの自然現象の発生時においても所定の機能を果たすことができ

る設計及び配置であること。

(4)代替電源設備を原子炉施設間で共用する場合には､それらの原子炉施設におけ

る安定した停止状態への移行､維持及び使用済燃料の貯蔵設備の冷却を阻害す

ることがない設計及び配置であること。

(5)代替電源設備は､適切な定期的点検及び試験が可能な設計及び配置であるこ

と。
－

(6)代替電源設備は､非常用所内電源設備を除くその他の重要度の特に高い安全

機能を有する構築物､系統及び機器と物理的に分離した配置であること。
※：上記は､現行の指針27.｢電源喪失に対する設計上の考慮｣にて規定されている事項｡なお､下線部は、

今回の検討において追記した事項。

ここで､「復旧できる設計｣とは､原子炉を低温停止状態に移行し維持するとともに､使用

済燃料の貯蔵設備を所定の温度以下に維持できる状態に戻すことが可能な設計をいう。

「原子炉を安定した停止状態に移行し維持する設計｣とは､原子炉を高温停止に移行､維

持するか､もしくは､低温停止に移行することができる設計をいう。

「十分な容量及び機能を有する｣とは､SBO時に､高圧あるいは低圧で原子炉冷却材の

注入を行う系統､原子炉の減圧に必要な系統､および崩壊熱を除去するために必要な系統

のそれぞれ少なくとも1系統に電力を供給できることをいう。

「必要に応じて電源盤や代替直流電源等を備える｣とは､非常用所内電源設備の一部で

ある電源盤や直流電源(バッテリ)の配置､系統構成等を考盧してその信頼性を評価した上

で必要性を判断することを意味するものである。

「自立した設備構成である｣とは､代替電源専用の燃料供給設備や制御設備などの付属

設備を備えたものとし､他の系統から独立した設備構成であることをいう。

上記の技術的要件は､原子炉施設の設計基準事象を超える事象に対する対策の一環と

して長時間のSBO対処策としての代替交流電源の設置を求めるものである｡このような考

え方の下､代替電源設備には､重要度分類指針を適用しない｡従って､代替電源設備につ

いては､保安規定における運転制限条件等を課す対象設備とはしない。

代替交流電源の設置に係る基本想定シナリオとしては､外部電源の喪失に引き続き全

EDGの起動に失敗した場合を想定し､非常用交流母線､直流電源設備､RCIC､TDAFWS等

は健全とする｡また､外部電源の復旧ができず長期にわたって代替交流電源に頼らなけれ

ばならないような場合には､その容量が海水または大気を最終ヒートシンクとする系統にと

よる原子炉残留熱の除去に対し不十分な状態となることも考えられる｡こうした場合には､冷
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却手段として現時点でAM策と分類されているものを使用することを認める｡ただし､外部電

源が喪失した状態で代替交流電源を長時間運転する際には､これらの耐久性と､燃料の枯

渇がクリティカルになることを考慮する必要がある｡なお､BWRについては､原子炉格納容

器ベントのみに依存することなく原子炉停止後の冷却を確保することが求められる。

上記①に関し､SBO発生時の復旧対策のイメージとして､BWRの例を別添1，PWRの例

を別添2に示す｡BWRおよびPWRはいずれも､SBO発生から第1段階(別添のフェーズI)

では､所内の直流電源(バッテリ)により制御できるTDAFWS等を用いて原子炉停止後の冷

却ができる設計となっている｡その後､第2段階(別添のフェーズⅡ)としてバッテリの枯渇前

に､代替交流電源から電力を供給し､直流電源(バッテリ)を再充電するとともに､冷却水を

確保して､冷却を維持する必要がある。

代替電源設備による給電は､原子炉を低温停止に移行､維持する機能が復旧するまで

の間､すなわち､外部電源の復旧などにより原子炉を低温停止に移行し､安定的に維持す

るために必要な資源と態勢を外部からの支援により確保するまで持続する必要があり、こ

の間､炉心および使用済燃料プールの冷却ならびに原子炉格納容器の健全性が維持され

なければならない。

また､代替電源設備は､SBOに対処するに十分な能力(容量や作動継続時間など)をも

たなければならない｡その能力は､SBOの原因として､内部の共通原因故障に加え､地震

や浸水､台風などの自然現象を考慮し外部電源喪失の頻度や継続時間､非常用所内電源

設備の信頼性の評価を行い､その結果に基づき定める。

このため､原子炉施設ごとに､支援態勢の仕組みや設備の状況に応じて､支援確保に要

する所要時間､炉心および使用済燃料プールの冷却ならびに原子炉格納容器の健全性が

維持できる時間を､予め評価しておくことが重要である。

具体的には､例えば､以下のような検討を現実的な条件に基づき実施すること。

第1段階に対して

i.SBOの発生後､炉心および使用済燃料プールの冷却に必要な設備に対して代替交流

電源から電力供給開始までの所要時間を評価すること。

ii.代替交流電源から電力が供給されない場合､炉心および使用済燃料プールの冷却な

らびに原子炉格納容器の健全性を維持できる限界時間(限界時間内の途中で電力が供

給される場合も含む｡)を評価すること。

iii.上記ii.の限界時間の評価値に対して、i、の電力供給開始までの所要時間の評価

値が十分短いことを確認すること。

第2段階に対して

i.代替交流電源から電力が供給され､その持続時間が十分に長いとした状態における、

炉心および使用済燃料プールの冷却ならびに原子炉格納容器の健全性を維持できる限

界時間を評価すること。

ii.上記i.の評価結果に対して、

・代替交流電源からの電力供給の持続時間を評価すること。
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。外部電源､EDGの復旧に要する所要時間ならびに原子炉を低温停止に移行､安定的

に維持するために必要な資源と態勢を外部からの支援により確保するための所要時

間を評価すること。

iii.上記i.の限界時間の評価値に対して、iiのうち､前者の代替交流電源からの電力供

給の持続時間の評価値が十分長く､後者の二つの所要時間の評価値がいずれも十分短

いことを確認すること。

以下では､上記②の代替電源設備に係る技術的要件について述べる。

代替電源設備は､SBO発生時に､外部電源の復旧などにより原子炉を低温停止に移行し、

安定的に維持するために必要な資源と態勢を確保するまでの間､炉心および使用済燃料プ

ールの冷却ならびに原子炉格納容器の健全性を維持するために必要な電力を供給できるこ

と｡なお､必要に応じて代替直流電源を備えるものとする。

代替電源設備は､非常用所内電源設備と共通要因による機能喪失を防止できる設計お

よび配置とし、自立した構成のものであることが求められる｡ここで､共通要因による機能喪

失を防止することに関して､例えば､非常用所内電源設備の位置とは別の場所に代替電源

設備を配置することにより、同時に浸水あるいは被水する事態を防止する設計上の考慮な

どがある｡また、自立した構成に関して､既設のバッテリや電源盤などを使用する場合には、

浸水､火災時にも使用できる見通しを配置､構成､実績などを踏まえて､その信頼性を適切

に評価することが必要となる。

代替電源設備は､長時間のSBOの発生原因となりうるような地震に対し所定の機能を果

たすことが期待されるため､地震に対し､重要度の特に高い安全機能を有する構築物､系統

および機器と同等の耐震設計もしくは免震や制震技術を適用すること｡また､浸水や火災に

対しても､重要度の特に高い安全機能を有する構築物､系統および機器と同等の対策を講

じた設計および配置とすべきである｡なお､5.1.3において､EDGを含む非常用所内電源設備

について､設置位置や構成する電源設備の冷却方式の多様性によって､想定を超える外部

事象や内部事象に対しても一定の頑健性を有するような構成であることを求めたが､本要求

については､代替電源設備の性能が満たされることをもって､実質的に満たされるものとみ

なすことができる。

代替電源設備は､各原子炉施設における非常用所内電源設備の構成やサイトごとの外

部電源喪失の発生頻度､想定される自然現象によるSBO発生の可能性などを考慮した上

で､原子炉施設間で共有､融通することができるものとする。

代替電源設備は_その信頼性を確保するために､定期的な点検や試験を行うなど十分な

品質管理を行うことが必要である。

なお､上記の条件を満たす場合は､可搬式電源(例えば電源車等)を代替電源設備とする

ことができる。

5.2.3SBO対応設備への適切な保護

原子炉設置者および規制行政庁は､SBO対策の設備については､原子力委員会原子力

防護専門部会による検討等を踏まえて適切に核セキュリティ対策を講じること。
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5.3基本的考え方(3)｢SBOが発生し､原子炉の停止後の炉心および使用済燃料プールの冷却

ならびに原子炉格納容器の健全性の安定的な確保が困難となるような状況においても､炉心

および使用済燃料プールに貯蔵された使用済燃料の損傷を防止するための措置ならびに損

傷に至った場合においても環境への放射性物質の放出を十分に低く制限するための措置が

可能であること｣について

5.3.1復旧計画の整備ならびに復旧所要時間の評価

SBO発生時において､外部電源の復旧などにより原子炉を低温停止に移行し､安定的に

維持するために必要な資源と態勢を確保するための原子力発電所内外の対策が整備され

るべきである｡また､これらの整備状況ならびに当該原子力発電所固有の条件に基づいて、

復旧所要時間を評価することが必要である。

SAの進展防止策ならびに影響緩和策については､既に導入されているAM策の有効性

の再評価も含め､原子炉施設のリスクを低減する観点から､今後､総合的な検討と強化が

図られるべきである｡SBOについては､代替電源設備の設置によって炉心損傷に至るリス

クを低減できると期待されるが､以下では､SBOに起因するSAの進展防止策ならびに影響

緩和策において留意すべき事項について述べる。

なお､今後のAM策の整備のためには､福島第一原子力発電所の事故の事象進展につ

いてより詳細な分析が特に重要である｡例えば､原子炉格納容器において漏えいが発生し

た原因や部位､原子炉格納容器から原子炉建屋への水素の流入経路等については､本報

告書の作成時点では解明に至っていない。

5.3.2想定すべきシナリオ

5.2.2では､代替交流電源の設置に係る基本想定シナリオとして､外部電源の喪失に引き

続き全EDGの起動に失敗した場合を想定し､ここでは非常用交流母線､直流電源設備、

RCIC､TDAFWS等は健全とした。

AM策の整備にあたっては､確率論的安全評価の結果等を参照し､リスクを低減する観

点から想定すべきシナリオを特定して､炉心損傷の進展防止ならびに影響緩和のために、

合理的に実行可能な対策を継続的な改善を通じて整備すべきである｡確率論的安全評価

では､例えば､発生した場合に安全機能の喪失が広範囲となるシナリオ(電源盤を含む母

線の事故等による所内配電喪失(交流または(および)直流の喪失)や､直流電源が使用可

能であってRCIC､TDAFWS等が不動作となる事象等)が評価され､各評価シナリオに対す

る代替冷却手段等の対処策がAM策の検討対象とされるべきである。

5.3.3SAの進展防止策について

本報告書でも､既に5.2において､SBO下で原子炉等の冷却を維持し炉心損傷を防止す

るための方法について述べたように､長時間のSBOであって代替電源設備からの電力供

給ができないか､あるいは容量が不十分となる場合には､計装用､制御用直流電源の枯渇、

空気圧縮機の停止による制御用圧縮空気圧の消失､建屋の換気空調系の停止による機器

類の環境条件の悪化、中央制御室の居住性の低下等の困難が予想される｡従って､こうし

た状況を踏まえた上でのSAの進展防止策を考盧する必要がある。
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例えば､BWRにおける原子炉格納容器ベントについては､上記の点を含め､今般の事故

においてベント操作の実施の阻害要因(設計､操作手順)が解明され､解決されることが必

要である。

5.3.4SAの影響緩和策について

前項で述べた直流電源の枯渇､制御用圧縮空気圧の消失等の制約に加えて､長時間の

SBO下で炉心損傷に至った場合に､建屋の換気空調系が停止していることによる放射線量

率や放射性物質の濃度の上昇による作業の困難､原子炉建屋(BWR)やアニュラス部(PWR)

における水素爆発のリスク等が考慮される必要がある。

例えば､BWRにおける炉心損傷後の原子炉格納容器ベントについては､サプレッションプ

ールにおける放射性物質の濃度上昇､水温上昇､水位上昇を考慮したスクラビング効果の

確保策､原子炉格納容器外での水素燃焼の防止策､隣接する他号機への影響防止策等

が整備されるべきである。

6.SBOへの対策の有効性の確認

原子炉施設の設計上の想定を超える自然現象(外部事象)への対処能力を把握することは、

今後の原子炉施設の安全確保､安全性向上のために重要である。

SBO対策の有効性を確認するためには､種々のSBOシナリオについて､炉心損傷や原子

炉格納容器損傷に至る可能性､炉心損傷や原子炉格納容器損傷までの時間余裕が把握さ

れる必要がある。

原子力安全委員会は､原子炉施設の設計上の想定を超える自然現象への対処能力を含

め､発電用原子炉施設の安全性の総合的な評価を行うことを規制行政庁に対して求めて'9お

り、ここでは設計上の想定を超える負荷が､原子炉施設に加わったときの安全機能の喪失の

過程や喪失に至る条件を決定論的手法によって評価することを求めている｡このような評価の

一環として､SBOの発生によって炉心損傷に至る可能性が生ずるような条件(地震動､津波高

さ等)が､設計上の想定に対して大きな裕度を有し､SBOを起因とした顕著な脆弱性が示され

ないことが確認されるべきである。

SAの発生防止､影響緩和に係る評価の重要性は､.原子力安全委員会の文書においても

強調されているところである｡SBO対策の有効性を確認するための評価ならびに評価手法の

改善を含め､継続的に実施されることが重要である。

安全設計審査指針については､その適用を含め､安全確保のための方法､手段の妥当性

が絶えず問い直されることが重要であり､そのための有効手段の一つとして､決定論的および

確率論的安全評価の手法を継続的に改良する取り組みがある。

'9「東京電力株式会社福島第一原子力発電所における事故を踏まえた既設の発電用原子炉施設の安全性に関する総合的評
価の実施について｣(平成23年7月6日原子力安全委員会決定）
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7．検討経緯

当小委員会は､平成23年6月22日に開催された第17回原子力安全基準･指針専門部会

において､次の構成員からなる安全設計審査指針等検討小委員会として設置された。

＜専門委員＞

阿部豊国立大学法人筑波大学大学院システム情報工学研究科教授

（第18回基準部会(平成23年9月15日開催)から）

岡本孝司国立大学法人東京大学大学院工学系研究科原子力専攻教授

木口高志独立行政法人原子力安全基盤機構技術参与

平野雅司独立行政法人原子力安全基盤機構総括参事

＊＊更田豊志独立行政法人日本原子力研究開発機構安全研究センター

副センター長

＊山口彰国立大学法人大阪大学大学院工学研究科教授

山下正弘独立行政法人原子力安全基盤機構原子力システム安全部次長

渡邉憲夫独立行政法人日本原子力研究開発機構安全研究センター

研究主席

＊：主査＊＊：主査代理

本報告書は､当小委員会の検討課題のうち､発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計

審査指針および関連の指針類に反映させるべき事項について､以下のとおり検討を実施し、

指針27.｢電源喪失に対する設計上の考慮｣を中心としたSBO対策に関する検討報告書として

取りまとめたものである。

会合名 開催日 主な検討事項

第17回基準部会 平成23年6月22日 説明聴取､本小委員会設置

設計小委第1回 平成23年7月15日 主査の互選､審議方針の決定

設計小委第2回 平成23年8月3日 説明聴取､審議

設計小委第3回 平成23年8月23日 説明聴取､審議

設計小委第4回 平成23年9月8日 中間報告害等検討

第18回基準部会 平成23年9月15日 中間報告

設計小委第5回 平成23年10月5日 説明聴取､審議

設計小委第6回 平成23年10月18日 説明聴取､審議

設計小委第7回 平成23年11月2日 説明聴取､審議

設計小委第8回 平成23年11月16日 説明聴取､審議

設計小委第9回 平成23年11月28日 報告書等検討

設計小委第11回 平成23年12月21日 報告書等検討｡とりまとめ

第19回基準部会 平成23年12月28日 SBO対策に関する検討報告

設計小委第13回 平成24年2月24日 とりまとめ､審議

*第10回および第12回小委員会ではSBO対策については未審議(最終ヒートシンク喪失対策について審議）
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匪詞
SBO発生時における復旧過程の概要(BWRの例）
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|噸’
SBO発生時における復旧過程の概要(PWRの例）
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発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針及び関連の指針類

に反映させるべき事項について(とりまとめ）

最終ヒートシンク喪失対策及びその他の課題の検討報告

匪画

〕
平成24年3月14日

原子炉安全基準･指針専門部会

安全設計審査指針等検討小委員会

はじめに

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震では､東京電力株式会社福島第一

原子力発電所(以下｢福島第一原子力発電所｣という｡）において､地震および津波により長期

間にわたる全交流動力電源喪失(以下｢SBO｣という｡StationBlackOutの略｡）および原子炉

冷却機能喪失に陥ったことから､複数の原子炉施設において炉心が損傷して大量の放射性

物質が環境に放出されるという深刻な事態に至った。

こうした事故の教訓を踏まえ､原子力安全委員会より、平成23年6月16日付けをもって原

子力安全基準･指針専門部会(以下｢部会｣という｡）に対し､安全審査指針類に反映させるべ

き事項について検討し､平成24年3月を目途に､その時点までの論点等を整理し､同委員会

へ報告するよう指示がなされた。

この指示に関し､専門的かつ効率的な審議に資するため､部会の下に設置された安全設計

審査指針等検討小委員会(以下｢小委員会｣という｡)では､これまでSBO対策について優先

的に検討し､その技術的要件の整理とそれを踏まえた｢発電用軽水型原子炉施設に関する安

全設計審査指針｣(平成2年8月30日原子力安全委員会決定､平成13年3月29日一部改

訂､以下｢安全設計審査指針｣という｡）の改訂案を作成し､平成23年12月28日に部会へ報

告した｡小委員会では､SBO対策の検討に引き続き､炉心が損傷して大量の放射性物質が環

境に放出されるという事態に至らないよう、最終的な熱の逃がし場(最終ヒートシンクともい

う｡）である海への熱の輸送機能の喪失(最終ヒートシンク喪失ともいう｡）対策およびその他

の課題についての検討を進めてきている｡以下に､これまでの検討を整理した結果を示す。

1．最終ヒートシンク喪失対策について

小委員会では､最終ヒートシンク喪失(以下｢LUHS｣という｡LossofUItimateHeatSinkの

略｡)の考え方､最終ヒートシンク(以下｢UHS｣という｡UItimateHeatSinkの略｡)への熱の輸

送経路､UHSに係る安全設計審査指針の記載､崩壊熱除去に係るアクシデントマネジメント

（以下｢AM｣という｡)および東北地方太平洋沖地震に伴う津波によるLUHS事象の概要につ

いて整理した上で､LUHS対策について､多重防護の考え方に基づき､LUHS時の耐久時間の

把握､復旧方法､代替冷却方法ならびにAMの改善点の抽出等の観点から安全審査指針類

1
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に反映させるべき事項の検討を進めた｡なお､この検討ではスリーマイル島原子力発電所2

号機事故(以下｢TMI2号機事故｣という｡)を経験した米国の規制動向等も適宜参照した。

1.LUHSとは

原子炉施設の安全を確保するためには､原子炉､使用済燃料プール等で発生する熱のう

ち電気エネルギーに変換されるもの以外をUHSに確実に輸送することが必要である｡何らか

の異常によって原子炉が停止した場合､その異常によって阻害されることなく､炉心内の燃料

の崩壊熱を主とする熱をUHSへ輸送すること'が､原子炉の安全確保のために特に重要であ

る｡このためには､このような機能を担う系統が健全であることと､系統の運転に必要な電力

の確保が必要となる｡これらの条件が満たされずUHSへの熱の輸送機能が喪失することを、

UHS機能喪失(LossofUItimateHeatSinkFunction)あるいはUHS喪失などとも呼ぶ2．

LUHSは､WASH-14003を始めとする確率論的安全評価(以下｢PSA｣という｡）によって､炉

心損傷および原子炉格納容器機能喪失に至る可能性の観点から重要なシナリオの－つであ

ることが認識されている。

2.UHSへの熱の輸送経路

我が国の発電用原子炉施設では､通常運転時および停止後のUHSとして海を使用してい

るが､海外の発電用原子炉施設ではUHSとして河､池､湖または大気を使用しているものもあ

る｡ここでは､熱を温排水の形で海や河等に放出する場合と､水蒸気の形で大気に放出する

（すなわち大気をUHSとして使用する)場合とがある｡海､河､池､湖の水は､冷却水源の容量

が大きく､停止後の長期冷却に使用できる｡以下では､特に断らない限り､海をUHSとする場

合について述べる。

LUHS事象を考えるためには､主要な熱の発生源と､これらからUHSまでの熱の輸送経路

のすべてを考慮する必要がある｡原子炉の停止後の主要な熱の発生源としては､炉心内の燃

料の崩壊熱､使用済燃料プール中の燃料の崩壊熱および非常用ディーゼル発電機(以下

「EDG｣という｡）、ポンプ等の機器の発熱がある｡これらの熱のUHSへの輸送経路を模式的に

表すと付図一1のようになる。

炉心の崩壊熱のUHSに至る経爵

原子炉の停止に際して､常用電源が確保されていて､タービンバイパス系､主復水器およ

び循環水系によるUHSへの熱の輸送経路が使用できる場合､これらによって原子炉の冷却を

維持できる｡常用電源が使用できない場合､安全設計審査指針の指針24第2項に則り、非常

用所内電源系を用いることで炉心の崩壊熱を除去し4,除去された崩壊熱を､指針26.で定義さ

れている｢最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統｣によってUHSへ輸送することとなる。

1原子炉の高温停止または低温停止への移行の一環としての崩壊熱除去を､ShutdownDecayHeatRemoval(SDHR)とよぶ。

2LUHSを原因とする原子炉停止､あるいは原子炉停止に際してのLUHSは､崩壊熱除去失敗(LossofDecayHeatRemoval:

LDHR)とも呼ばれる。

3USNRC:WASH-1400,'"ReactorSattyStudy-AnAssessmentofAccidentRisksinU.S.CommercialNuclear

PowerPlants''(Oct､1975)

4必要に応じて､安全設計審査指針の指針23.で定義されている｢原子炉冷却材補給系｣および指針25.で定義されている｢非常
用炉心冷却系｣も使用する。

2
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指針24.｢残留熱を除去する系統｣と指針26.｢最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統｣等

の範囲を付図-1に示す。

BWR/4,BWR/5およびABWRの｢残留熱を除去する系統｣には､原子炉隔離時冷却系(以

下｢RCIC｣という｡ReactorCore_IsolationCoolingSystemの略｡）および逃がし安全弁が含まれ

る5.RCICは蒸気タービン駆動の注水ポンプによって原子炉水位を維持すること､逃がし安全

弁は蒸気の放出によって原子炉圧力を制御することを目的とし､いずれもその動作に際して

原子炉圧力容器内の蒸気を格納容器圧力抑制プールに導いて凝縮させる｡これは､炉心内

の燃料の崩壊熱を格納容器圧力抑制プールに移行させ､蓄積することを意味する｡格納容器

圧力抑制プールの熱容量は有限であるため､長期冷却に移行するためには崩壊熱をUHSに

輸送することが必要である。

BWR/2,BWR/3に設置されている非常用復水器(以下｢IC｣という｡IsolationCondenserの

略｡）、あるいはPWRの主蒸気逃がし弁と補助給水系(以下｢A剛S｣という｡AuxiliaryEeed

matergystemの略｡）の組み合わせは､崩壊熱を水蒸気として大気に放出するものである｡こ

れらに使用される冷却水源の容量は有限であるため、この冷却水源が補給できない限り、長

期冷却に移行するためには､これらの設備に依存し続けることなく崩壊熱をUHSに輸送するこ

とが必要である。

使用済燃料プール中の燃料の崩壊熱のUHSに至る経路

安全設計審査指針の指針49.｢燃料の貯蔵設備及び取扱設備｣に含まれる崩壊熱を除去す

るための設備(BWRでは燃料プール冷却浄化設備(FuelPooICoolingSystem:FPC)､PWRで

は使用済燃料ピット水浄化冷却設備)によって除去された崩壊熱は､「最終的な熱の逃がし場

へ熱を輸送する系統｣によってUHSに輸送する。

外部電源喪失時には､｢燃料の貯蔵設備及び取扱設備｣による崩壊熱除去機能は要求され

ていないが､使用済燃料プール水の補給機能を維持すること(非常用所内電源の給電対象と

すること)が｢発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針｣(平成2

年8月30日原子力安全委員会決定､平成21年3月9日一部改訂､以下｢重要度分類審査

指針｣という｡）によって求められている6.また､BWRにおいては､｢残留熱を除去する系統｣に

よる崩壊熱除去機能を代替手段として使用できる設計となっている。

幾器類で発生する熱のUHSに至る経閏

回転機器類で発生する熱は､以下のような方法で除去され､UHSに輸送される｡MS-1等の

安全上重要な設備だけでなく､常用設備の冷却も同様に行われ､両者の冷却がUHSへ熱を

輸送する系統の一部を共用して行われている場合がある｡この点を含め、当該系統の構成は

原子炉施設ごとに相違がある。

(a)淡水閉ループ(BWRでは原子炉補機冷却設備(以下｢RCW｣という。Beactorgooling

5BWR/4に設置されている高圧注水系(非常用炉心冷却系の一部)は､RCICと同じく､蒸気タービン駆動の注水ポンプによって

原子炉水位を維持する機能を持つ｡以下では､RCICとBWR/4の高圧注水系を合わせて｢RCIC等｣という。

6指針51.｢燃料取扱場所のモニタリング｣では､崩壊熱の除去能力の喪失に至る状態が検出できることを求めており､これに対

応して発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令(昭和40年通商産業省令62号(最終改正:平成23年10月7日経

済産業省令第53号)では､第25条(燃料貯蔵設備)の第4号二に規定する｢水の漏えい及び水温の異常を検知できる｣の解釈

（経済産業省原子力安全･保安院平成23.09.09原院第2号平成23年10月7日)において､｢水槽の水位及び水温を監視

する装置を設置し､更に水槽の水位については､中央制御室へ警報を発する装置を設置すること｣を求めている。
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WaterSystemの略｡)、PWRでは原子炉補機冷却水設備(以下｢CCWS｣という｡Component

QoolingUatergystemの略｡))により冷却し､熱交換器を介して(b)へ熱を輸送する。

(b)海水開ループ(BWRでは原子炉補機冷却海水設備(以下｢RSW｣という｡ReactorCooling

SeaWaterSystemの略｡）、PWRでは原子炉補機冷却海水設備(以下｢SWS｣という｡Sea

"atergystemの略｡))の系統により冷却し､顕熱としてUHSへ熱を輸送する。

(c)建屋空調系の冷却器(クーラ)等を介して(a)、(b)へ熱を輸送する。

前述した炉心の崩壊熱のUHSに至る経路､使用済燃料プール中の燃料の崩壊熱のUHS

に至る経路および機器類で発生する熱のUHSに至る経路の三つの熱の輸送経路は､原子炉

施設の設計や運転状態によってUHSへ熱を輸送する系統(の一部)を共有している。

3．指針類におけるUHSへの熱の輸送機能に関する記載

安全設計審査指針の指針26.｢最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統｣(以下｢UHS"､

熱を輸送する系統｣という｡）において､UHSへ熱を輸送する系統の設計への要件は､昭和52

年6月14日の改訂から平成2年8月30日の改訂に至るまで､指針41.｢冷却水系｣として規定

されていた。

指針41．「冷却水系」

冷却水系は､通常運転時､運転時の異常な過渡変化時および事故時において､安全上重

要な構築物､系統および機器の全熱負荷を最終的な熱の逃がし場に確実に伝達できる設計

であること。

【解説】

「最終的な熱の逃がし場｣とは､海､河､池､湖または大気をいう。

(安全設計審査指針:昭和52年6月14日原子力委員会決定､平成元年3月27日原子力安

全委員会一部改訂｡）

その後､TMI2号機事故による教訓を取り入れた安全設計審査指針の全面改訂が平成2

年8月30日に行われた｡その際､炉心とUHSを結ぶ熱の輸送経路を事故時においても確実

に確保して長期冷却を達成しうること等について改めて検討された7.ただし､ここでの検討は、

津波等によって熱の輸送経路が絶たれる可能性には及んでいない｡これらの結果を踏まえ、

指針41.が以下のように指針26.として改訂された。

指針26.「最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統」

1．最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統は､重要度の特に高い安全機能を有する構

築物、系統及び機器において発生又は蓄積された熱を最終的な熱の逃がし場に輸送でき

る設計であること。

2．最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統は､その系統を構成する機器の単一故障の

仮定に加え､外部電源が利用できない場合においても､その系統の安全機能が達成できる

ように､多重性又は多様性及び独立性を適切に備え､かつ､試験可能性を備えた設計であ

7資料LC18-2号｢冷却系ワーキング･グループ調査審議のまとめ｣(昭和56年5月1日原子炉安全基準専門部会･設計小委員
会･冷却系ワーキング･グループ第18回会合資料）
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ること。

【解説】

「最終的な熱の逃がし場｣とは､海､河､池､湖又は大気をいう。

「最終的な熱の逃がし場に熱を輸送する系統｣とは､非常用炉心冷却系､残留熱を除去す

る系統等から最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統(原子炉補機冷却設備､原子炉補

機冷却海水設備等)をいう。

「適切に備え｣とは､異常状態における当該系統の機能について、多重性又は多様性及び

独立性を必要とすることをいう。

(安全設計審査指針:平成2年8月30日原子力安全委員会決定｡）

上記における｢重要度の特に高い安全機能を有する構築物､系統及び機器において発生又

は蓄積された熱｣とは､炉心内の燃料の崩壊熱ならびに原子炉の停止時点における冷却材、

燃料および構造物の蓄積熱を輸送した結果としての原子炉格納容器内の蓄積熱および2.で

述べた回転機器類の発熱を指すと理解される｡事象によっては､PWRにおいて蒸気発生器の2

次側から1次側に伝達される熱､燃料被覆管の酸化反応等による発熱がこれに加わる。

使用済燃料の崩壊熱除去に関しては､安全設計審査指針指針49.｢燃料の貯蔵設備及び

取扱い設備｣の第2項(2)において､貯蔵設備は､崩壊熱を十分に除去し､最終的な熱の逃がし

場へ輸送できる系統およびその浄化系を有することが規定されており､使用済燃料の崩壊熱

は､使用済燃料プール冷却浄化系(PWRでは使用済燃料ピット冷却浄化系)で循環冷却され、

原子炉補機冷却系および原子炉補機冷却海水系を通して､UHSである海に輸送される8．

指針49.「燃料の貯蔵設備及び取扱い設備」

2．使用済燃料の貯蔵設備は､前項の各号に掲げる事項のほか､次の各号に掲げる事項を

満足する設計であること。

（1）放射線防護のための適切な遮へいを有すること。

（2）貯蔵設備は､崩壊熱を十分に除去し､最終的な熱の逃がし場へ輸送できる系統及びそ

の浄化系を有すること。

（3）貯蔵設備の冷却水保有量が著しく減少することを防止し､適切な漏えい検知を行うこと

ができること。

（4）貯蔵設備は､燃料集合体の取扱い中に想定される落下時においても､その安全機能が

損なわれることがないこと。

指針26.において､「重要度の特に高い安全機能を有する構築物､系統及び機器｣の範囲は、

重要度分類審査指針のV.2.(1)に定義されており､基本的に重要度分類MS-1に該当し､同指

針付表に例示されている｡なお､同指針のV.2.(3)では､安全設計審査指針の指針48.において

定める非常用所内電源による電力供給の対象に､重要度分類がMS-2である使用済燃料プ

ール水の補給機能を含めることとしているが､使用済燃料プールの冷却系は､非常用所内電

源による電力供給が要求されていない。これは､停止時の使用済燃料プールの冷却が冷却

系に拠らず､プール水の補給により冷却できることによると考えられるが､この点を含め､重要

8プラントによっては､使用済燃料プール冷却系の2次側冷却は指針26.で定義されている｢最終的な熱の逃がし場に熱を輸送

する系統｣とは別の常用補機冷却系･海水系が行っている場合がある。
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度分類自体が今後の継続的な検討の対象とされるべきである。

改訂(平成2年8月30日)前の安全設計審査指針の指針41.では､｢通常運転時､運転時

の異常な過渡変化時および事故時において､安全上重要な構築物､系統および機器の全負

荷を最終的な熱の逃がし場に確実に伝達できる設計であること｣とされ､UHS機能が要求され

ていたのに対して､改訂後の指針26.では｢重要度の特に高い安全機能を有する構築物､系統

及び機器において発生又は蓄積された熱を最終的な熱の逃がし場に輸送できる設計であるこ

と｣に表現が変更され､施設の運転状態についての記載がなくなっている｡ただし､指針26.の

解説において､系統に要求される｢多重性又は多様性及び独立性｣との関連の下に､異常状

態における機能について言及されている｡当時の議論の経緯をたどると､当初､TMI2号機

事故を踏まえて､異常状態における確実な冷却のための機能･性能を重視した表現となって

いたが､同時に決定された重要度分類審査指針との関連等から、「通常運転時､運転時の異

常な過渡変化時および事故時において､安全上重要な構築物､系統および機器｣と｢重要度

の特に高い安全機能を有する構築物､系統及び機器｣が同等であり、また､通常運転時､運

転時の異常な過渡変化時および事故時に加え､明示されていなかった停止時を含めた包括

的な表現として､上記の表記となった模様である｡なお､重要度分類審査指針において､UHS

へ熱を輸送する系統の機能については､重要度分類MS-1の｢安全上特に重要な関連機能」

を有する｢構築物､系統又は機器｣のうち｢安全上特に重要な関連機能｣として､原子炉補機冷

却水系､原子炉補機冷却海水系および非常用補機冷却水系が示されているが､｢UHSへ熱を

輸送する系統の機能｣として明示的な記載はない。

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針｣(平成2年8月30日原子力安

全委員会決定､平成13年3月29日一部改訂)において規定されている｢設計基準事象｣は、

その原因が内部事象である｢運転時の異常な過渡変化｣および｢事故｣であり､概ね重要度分

類審査指針にいう異常発生防止系(｢PS｣)に属する系統､機器等の単一の故障､破損あるい

はこれに係る単一の運転員の誤操作等によるものの中から､原子炉施設の安全設計とその

評価に当たって考慮すべきものとして抽出された(多重故障は考慮されていない)ものである

こと､また、自然事象あるいは外部からの人為事象については､これらに対する設計上の考慮

の妥当性が､安全設計審査指針の指針2.等に基づいて別途審査されることから､LUHSを考

盧したものとはなっていない。

なお､｢発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令｣(昭和40年6月15日通商産業

省令第62号)9の解釈10では､安全設計審査指針の指針27.で求めている｢短時間のSBOの考

慮｣に関して､短時間のSBOにおいて『UHSへ熱を輸送する系統｣の機能確保は要求されない

旨を明記している。

4．崩壊熱除去に関するAM策

1．で述べたように､原子炉の停止に際しては､その異常によって阻害されることなく､炉心

平成23年10月7日経済産業省令第53号にて最終改正。

｢発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令の解釈について｣経済産業省原子力安全･保安院(平成17年12月16

日付平成17.12.15原院第5号､平成23年10月7日付平成23.09.09原院第2号にて最終改正）
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内の燃料の崩壊熱を主とする熱をUHSへ輸送することが､原子炉の安全確保のために特に

重要であるが､LUHSが発生した場合には､UHSへ熱を輸送する系統の復旧までの期間、

UHSに拠らない崩壊熱除去のための方策を実施して､原子炉､原子炉格納容器および使用

済燃料プールの冷却､熱除去の機能を継続して､これらの健全性を維持する必要がある｡通

常時およびLUHS時の熱の流れをBWRについては付図-2に､PWRについては付図-3に示

す。

BWRにおけるAM策

BWRにおいては､RCIC等を使用し､原子炉水位を維持しつつ､RCIC等のタービン排蒸気

を格納容器圧力抑制プールで凝縮させること､すなわち崩壊熱を格納容器圧力抑制プールに

輸送･蓄積することによって､一定時間にわたり炉心の冷却を維持することができる｡RCIC等

による原子炉圧力容器への注水源としては､復水貯蔵タンク(CondensateStorageTank:

CST)の貯留水が使用される'1.原子炉圧力が低下してRCIC等が使用できない場合には､逃

がし安全弁を用いて原子炉圧力を減少させ、復水補給水系(MakeUpWaterSystem

(Condensate):MUWC)等による原子炉への代替注水を行い､逃がし安全弁を開放して排蒸気

を格納容器圧力抑制プールで凝縮させること､すなわち崩壊熱を格納容器圧力抑制プールに

輸送･蓄積することによって､一定時間にわたり炉心の冷却を維持することができる。これは、

東京電力株式会社福島第二原子力発電所(以下｢福島第二原子力発電所｣という｡）1号機、

2号機､4号機において､冷温停止につながった手順である。

これらの手順によって炉心の冷却を維持できる時間は､原子炉格納容器の圧力上昇と格

納容器圧力抑制プールの水位上昇によって制限される。原子炉格納容器の圧力は､原子炉

格納容器の健全性の維持および原子炉圧力容器への代替注水流量の確保のために制限す

る必要がある｡また､格納容器圧力抑制プールの水位は､原子炉格納容器ベントを可能とす

るために制限する必要がある。

原子炉格納容器の圧力上昇は､主として格納容器圧力抑制プールの温度上昇によって水

蒸気分圧が増加することによって起こる｡復水補給水系等によって原子炉格納容器外の水源

から注水を行うと､格納容器圧力抑制プールの熱容量が増加し､水蒸気分圧の上昇を抑制で

きる｡格納容器圧力抑制プール水位の上昇によって原子炉格納容器の気相部の容積が減少

し､圧縮によって非凝縮ガス(窒素)の分圧が増加するが､水蒸気分圧の抑制による効果の

方が大きい。

原子炉圧力容器の圧力は､逃がし安全弁出口における格納容器圧力抑制プール水頭だけ

原子炉格納容器の圧力より高く､格納容器圧力抑制プール水位の影響を受ける｡よって､原

子炉圧力容器への代替注水に用いるポンプの吐出圧が低い場合､注入流量が原子炉格納

容器の圧力上昇および格納容器圧力抑制プール水位の上昇によって制限される。

さらに､原子炉格納容器の圧力上昇によって逃がし安全弁アクチュエータの背圧が上昇す

ることとなるため､制御用圧縮空気の圧力との関係および設計によっては､動作が不確実と

なる可能性があることを考慮すべきである。

I1RCIC,HPCIの水源としては復水貯蔵タンクや格納容器圧力抑制プールがあるが､格納容器圧力抑制プール水温の上昇に伴

い､格納容器圧力抑制プールはRCIC､HPCIの水源としては不適となる。
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なお､今般の事故以前に整備済みのAM策としては､格納容器ドライウェルクーラーを使用

して原子炉格納容器の圧力を制御する手段､原子炉冷却材浄化系の熱交換器を使用して原

子炉圧力容器内の冷却材を冷却する手段があるが､これらは､常用設備によって｢残留熱を

除去する系統｣を代替するものであり､UHSへ熱を輸送する系統(RCWおよびRSW)が使用可

能であることを前提としている。

常用設備を含めてUHSへの熱の輸送機能が喪失している場合､原子炉格納容器の過圧

防止のためには一定時間の後に原子炉格納容器ベントが必要である｡これについては､6．2

(2)および(4)を参照のこと。

MEにおけるAM策

PWRにおいては､LUHS時にも蒸気発生器2次側において､AFWSからの注水と主蒸気逃

がし弁を用いた蒸気放出によって崩壊熱の除去を継続することができる。主蒸気逃がし弁を

用いて蒸気発生器2次側を減圧することにより､低圧のポンプによる代替注水が可能となり、

蒸気発生器を介して1次系の減温､減圧が促進され､化学体積制御系や蓄圧注入系の作動

によるほう酸水注入によって未臨界を維持するとしている｡また､発熱を伴う回転機器類の補

機を冷却して機能を維持するため､代替補機により冷却を行うこととしている｡仏国のCruas4

号炉におけるLUHS事象(約10時間継続)に際して､燃料取替用水タンク(RWST)を機器冷却

のための代替UHSとして一時的に使用したことが報告されている。(付録-3参照）

なお､BWRのAM策である代替注水においても､PWRのAM策である補助給水ポンプによ

る注水においても､水源の容量制限があるため､冷却水の補給対策が必要である。

また､LUHS時の使用済燃料プールの冷却は､BWRにおいては使用済燃料プールへ淡水

を補給することによって､PWRにおいては使用済燃料プールへほう酸水(燃料取替用水タンク

水)を補給することによって行うこととしている。

5．東北地方太平洋沖地震に伴う津波によるLUHS事象の概要

福島第一原子力発電所1号機から4号機では､平成23年3月11日の東北地方太平洋沖

地震とそれに引き続き発生した津波によってSBOに陥り、これによってUHSである海への熱

の輸送機能が喪失した｡これらの号機では､津波によってRSW等が損傷したため､もしもSBO

に至らなかったとしても､UHSへの熱の輸送機能は喪失していた｡また､5号機､6号機におい

ても同様にRSW等の損傷によってUHSへの熱の輸送機能が喪失した。

さらに､福島第二原子力発電所1号機､2号機､4号機では､同津波によってRSW等が被

水してLUHSに至った｡また､東北電力株式会社女川発電所2号機、日本原子力発電株式会

社東海第二発電所においては､LUHSには至らなかったものの､UHSへの熱の輸送機能を担

う多重化された系統のうちの1系統が同津波によって機能を喪失している。

これらのうち､福島第一原子力発電所5号機､6号機および福島第二原子力発電所1号機、

2号機､4号機においては､LUHSからの復旧に成功しており､その成功事例は今後のLUHS対

策を考える上で重要なものである。
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福島第一原子力発電所5号機､6号機においては､地震によって外部電源が喪失し､非常用

所内電源系も津波により損傷を受けた中､6号機のEDGのうち空冷式の1台が機能を維持し

た｡これらの号機においても海水ポンプが津波によって機械的損傷を受けたためにLUHSに至

ったものの､定期検査中であったために炉心内の燃料の崩壊熱が比較的小さく､EDGを用いた

代替注水によって原子炉水位を維持しつつ､逃がし安全弁によって炉心内の燃料の崩壊熱を

格納容器圧力抑制プールに輸送し､この間に代替海水ポンプを設置することによって､UHS"､

熱を輸送する系統を復旧することに成功した。

福島第二原子力発電所1号機､2号機､4号機は､海水熱交換器建屋内に津波が浸水したこ

とから､UHSへ熱を輸送する系統のポンプ(海水ポンプおよび冷却水ポンプ)のモータや非常用

電源盤が被水等により故障して､これらのポンプが機能を喪失した｡これら号機では､EDGは

海水による冷却の停止によって機能喪失したものの､外部電源のうち1回線が機能を維持して

いたが､ポンプの機能喪失のためにLUHSとなった｡なお､3号機ではUHSへ熱を輸送する系

統の一部の機能が維持され､LUHSに至らなかった。

福島第二原子力発電所1号機､2号機､4号機では､まずRCICによって原子炉水位を維持

しつつ崩壊熱を格納容器圧力抑制プールへ輸送し､その後､逃がし安全弁によって原子炉圧

力容器を減圧し､機能を維持していた外部電源1回線に接続された復水補給水系ポンプによっ

て原子炉および原子炉格納容器の気相部への代替注水を行った｡4．で述べたように､原子炉

格納容器外から注水することによって格納容器圧力抑制プールの熱容量が増加して格納容器

圧力抑制プール温度の上昇が抑制され､これによって原子炉格納容器の圧力上昇が抑制され

るが､この効果はプール水位が上昇して原子炉格納容器の気相部の容積が減少することによ

り減じられる｡また､原子炉格納容器の圧力上昇によって原子炉格納容器ベントが必要となる

事態に備え､格納容器圧力抑制プール水位を原子炉格納容器のベントライン入口より十分下

方に制限する必要があった｡このような方法によって､1号機､2号機4号機では､代替海水ポ

ンプの設置やポンプモータの予備機への交換によって｢残留熱を除去する系統｣ならびにUHS

へ熱を輸送する系統の機能が復旧するまでの間､それぞれ約50時間､約59時間､約68時間

'2にわたって､炉心の冷却を維持するとともに､原子炉格納容器の気相部圧力を最高使用圧力

以下に維持することに成功し､原子炉格納容器ベントの実施には至らなかった。

6.LUHSに対する安全確保の考え方

6.1LUHSの特徴

(1)LUHS事象に関して考慮すべき系統､多重故障事象としてのLUHS

崩壊熱除去失敗事象を考えるためには､熱の発生源からUHSまでの全経路を考慮する必

要がある｡最も重要な熱の発生源である炉心からの熱の輸送経路の主要部分は.付図－1に

示したように､炉心を循環する冷却材ループである残留熱除去系ループ(閉ループ)と､これを

熱交換器によって冷却するための海水ループ(開ループ)であり、両者の間に淡水の中間ル

ープ(閉ループ)が設けられている場合が多い｡熱の輸送のためには､残留熱除去ポンプ､中

12設計小委第10-1-3号｢福島第二のヒートシンク復旧までに要した時間､復旧までに実施したこと｣(平成23年12月13日安全
設計審査指針等検討小委員会第10回会合資料）
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間ループポンプ(原子炉補機冷却ポンプ)、海水ポンプ(原子炉補機冷却海水ポンプ)の全て

が作動することが必要であり、これを確実にするためにポンプと熱交換器等によって構成され

る系統は単一故障を想定して多重化され､ポンプ類は多重化された非常用母線にそれぞれ接

続されている。

したがって、多重化された冷却材ループの循環がいずれも停止するという多重故障が、

LUHSの発生条件となる。

(2)SBOとLUHSの関係

SBOが発生すると､上記の全てのポンプが不作動となるためLUHSとなる｡ただし､先に述

べたBWR/2,BWR/3のICはSBO時においても大気をUHSとする熱輸送手段として使用が

可能であり､PWRの主蒸気逃がし弁とタービン動補助給水系(TurbineDrivenAuxiliaryFeed

WaterSystem:TDAFWS)の組み合わせも同様である｡また､6.2(2)で述べるようにBWRにお

いては､SBO時においてもRCIC等を使用し,炉心内の燃料の崩壊熱を格納容器圧力抑制プ

ールに輸送･蓄積することによって､一定時間にわたり炉心の冷却を維持することができる。

本小委員会でのSBO対策の検討では､外部電源の信頼性向上､代替交流電源設備の設置、

代替交流電源ならびに直流電源の容量に関する性能を求めた｡よって､本検討においては、

代替交流電源設備などのSBO対策'3が別途適切に実施されることを前提として､LUHS対策

を検討することとし､SBOに起因するLUHSについては検討すべき特段の事情がない限り､事

象の重ね合わせは考慮しないこととする。

③機器冷却喪失による従属故障

安全設計審査指針の指針26.でいうUHSへ熱を輸送する系統は､崩壊熱の輸送だけでなく、

停止後の炉心冷却等のために必要な機器を冷却することによって機能を維持する役割も担っ

ている｡よって､UHSへ熱を輸送する系統の故障によって停止後の炉心冷却等のために必要

な機器の機能が従属的に失われる可能性がある｡例えば､EDGや残留熱除去系ポンプが水

冷方式であって､UHSへ熱を輸送する系統による機器冷却に依存している場合､後者の故障

によって従属的に機能喪失する｡蒸気タービン駆動のRCIC､補助給水系についても､UHS"､

熱を輸送する系統の故障によって､当該機器を設置している部屋の空調が停止すれば､従属

的に機能喪失する可能性がある｡このような可能性は､UHSへ熱を輸送する系統の具体的な

構成､崩壊熱を輸送する系統と機器冷却のための系統の独立性の程度､常用系と非常用系

の独立性の程度､除熱対象機器との接続､対象機器の仕様等に強く依存し､原子炉施設毎に

異なる'4。

'3基指専第19-1号別紙1｢発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針および関連の指針類に反映させるべき事項

の検討について(指針27.｢電源喪失に対する設計上の考慮｣を中心とした全交流動力電源喪失に関する検討報告)｣(平成23

年12月28日原子力安全基準･指針専門部会第19回会合資料）

'4たとえば､山下正弘:｢津波による浸水時における原子炉施設の耐久時間｣(平成23年12月19日、原子力安全委員会当面

の施策の基本方針に向けた外部専門家との意見交換一発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策について

（想定を超える津波に対する安全確保の基本的考え方)－第1回)においては､BWR/5について､海水系と残留熱除去系､EDG

等の間の依存性が論じられている。
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(4)外的事象に起因するLUHSや関連事象

UHSへ熱を輸送する系統は､屋外に設置されている例が多いため､海や河などからの取水

口のように､外部に露出するなど､外的事象の影響を受けやすい設備を含んでいる｡実際､我

が国のRSWに相当するサービス水系については､漂流物15や泥16の堆積による取水口の閉塞

あるいは圧損の上昇､高潮と風波の重畳による浸水'7等の事象が海外のプラントについて報

告されている｡IAEAのNS-G-1.518においても､船舶や浮遊物のUHS機器への衝突など､人的

事象を含めた考盧すべき脅威について述べられている｡福島第一原子力発電所他における

事象からも､設計上の想定を超える外的事象に対してUHSへ熱を輸送する系統の機能を維

持するためには､設計上の想定を超える条件に対しても､多重化された系統の物理的防護と、

独立性､多様性を有効なものとし､頑健性を高める必要がある。

6.2今後のLUHS対策の基本的考え方

本報告書においては､SBOに起因するLUHSは考盧の対象外とし､UHSへ熱を輸送する系

統における多重故障､特に津波による多重故障によるLUHSへの防止策ならびに対処策につ

いて検討することとする。

5．で述べた教訓を踏まえ､原子炉施設ごとに､敷地内における各施設の配置状況､原子炉

冷却系の設計､外部支援態勢等の特徴を考盧して､想定を超える津波等に対するLUHS対策

として､多重防護の観点から､LUHSの発生防止から復旧､LUHSに起因する炉心損傷の防止、

さらには炉心損傷に至った場合の影響緩和策について､実効的な対策(設計､建設､運転管理、

教育訓練を含む｡)を検討する必要がある。

今般の福島第一原子力発電所の事故では、想定を超える地震および津波により、SBO、

LUHSに至った教訓を踏まえて､規制行政庁からの指示に基づき､既に各事業者は､SBO､海

水冷却機能喪失および使用済燃料プールの冷却機能喪失を想定した緊急安全対策等を計画、

整備し､訓練を実施している｡想定を超える津波の場合には､LUHSのみならず､SBOを伴う可

能性がある｡既に､水密扉をはじめとする上記の緊急安全対策等が整備されているところであ

るが､LUHS対策の信頼性の向上のためには､想定を超える津波対策のみならず、崩壊熱除
う

去系､電源の機能が確実に確保される必要がある｡SBO対策の実施を念頭におきつつLUHS

対策の信頼性向上に取り組むことが重要である。

米国では､WASH-1400により崩壊熱除去失敗が炉心損傷の重要因子であることが示され、

TMI2号機事故によって､改めてそのことが認識された｡米国原子力規制委員会(以下｢NRC」

という。）は原子炉停止時崩壊熱除去要件を未解決安全問題として扱い､検討を重ね､シビア

アクシデント政策声明害(1985年8月)の中で､崩壊熱除去系の信頼性､電源の信頼性の確保

'5VeroniqueBERTRAND,''FRENCHPWR'SULTIMATEHEATSINKSTHREATENEDBYTHEIRENVIRONMENT,Nuclearpower

fOrthepeople''Nesebar,26-29September,2010

16DuaneArnoldEnegyCenter,Docket50-331,LicenseNo.DPR-49,LicenseeEventReport#2011-002-00(0ct.10,2011).

'7EricdeFRAGUIER,LESSONSLEARNEDFROM1999BLAYAISFLOOD:OVERVIEWOFEDFFLOODRISKMANAGEMENT

PLAN,USNRCRIC2010,(Mar､11,2010)

'81NTERNATIONALATOMICENERGYAGENCY,ExternalEventsExcludingEarthquakesintheDesignofNuclearPowerPIants,

SafetyStandardsSeriesNo.NS-G-1.5,IAEA,Vienna(2003).
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に重点を置いた対策により解決を図った(付録-1参照)。そこで､米国等の規制動向も参照しつ

つ､信頼性を向上させる取り組みが必要である。

また､その具体的な検討にあたっては､以下の基本的な考え方に基づき､LUHSシナリオも

十分に考慮する必要がある。(付録－2参照）

(1)LUHSの発生防止

UHSへ熱を輸送する系統はEDG等とともに､｢非常用炉心冷却系｣、｢残留熱を除去する系

統｣のように直接的な影響緩和機能を有する系統(フロントライン系)を機能させるために必要

な冷却水や電力を供給する系統(サポート系)の一つであるが､地震等の外的事象に関する

PSAではサポート系の故障による炉心損傷頻度への影響が大きいことが見出されている。

NRCの崩壊熱除去要件に関する規制効果評価報告書'9では､このような影響の原因として、

サポート系における1)冗長性の不足､2)共用､3)系列間の分離や独立性の欠如､4)安全性の

観点からの設備配置の欠陥を挙げ､系列間の物理的分離の不足や物理的防護の不足は､火

災や溢水等の単一事象によって複数系列の同時故障が生じ､UHS機能の喪失に至るような

脆弱性の原因となりうるとしている｡また､IAEAのNS-G-1.5においても､UHSへ熱を輸送する

系統が空間的に大きな広がりを有する系統であることを重視して､共通要因故障を防止する

ため､冗長化された設備の独立性の確保､物理的分離、多様性の確保に留意することを推奨

している。

これらを踏まえ､津波等によるLUHSの防止のためには､UHSへ熱を輸送する系統の共通

要因故障を排除し､また､LUHSに伴う従属故障による影響拡大を防止するためにも､従属故

障要因を同定､排除した上で､以下のようなLUHS発生防止対策が必要である。

・堅牢な建屋への収納､建屋の水密化､機器の浸水防止等の物理的防護

・機器の分離配置や分離壁の設置等による､異なる系統間および多重化された系列間の独

立性の確保

･多重性および多様性の強化を含む系統構成に係る信頼性向上策の検討

また､LUHSへの対処策を考える上では､復旧困難な故障を防止することが特に重要であ

る。

UHSへ熱を輸送する系統および｢残留熱を除去する系統｣に含まれる設備は､重要度分類

審査指針で定める｢重要度の特に高い安全機能｣を有する構築物、系統および機器に属し、

安全設計審査指針の指針9.｢信頼性に関する設計上の考盧｣によって以下の要求が課されて

いる。

指針9.「信頼性に関する設計上の考慮」

1．安全機能を有する構築物､系統及び機器は､その安全機能の重要度に応じて､十分に高

い信頼性を確保し､かつ､維持し得る設計であること。

2．重要度の特に高い安全機能を有する系統については､その構造､動作原理､果たすべき

安全機能の性質等を考慮して､多重性又は多様性及び独立性を備えた設計であること。

'9USNRC:NUREG-1289,''RegulatolyandBackfitAnalysis:UnresolvedSafetylssueA-45,ShutdownDecayHeatRemoval

Requirements"(Novemberl988).
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3．前項の系統は､その系統を構成する機器の単一故障の仮定に加え､外部電源が利用で

きない場合においても､その系統の安全機能が達成できる設計であること。

上記の｢独立性｣について､安全設計審査指針の用語解説では以下のように定義している。

「独立性｣とは､二つ以上の系統又は機器が設計上考慮する環境条件及び運転状態におい

て､共通要因又は従属要因によって､同時にその機能が阻害されないことをいう。

設計上考慮する環境条件(安全設計審査指針の指針6.｢環境条件に対する設計上の考慮」

でいう｢安全機能が期待されているすべての環境条件｣)とは､原子炉の通常運転時および異

常状態(運転時の異常な過渡変化および事故)において､指針2.｢自然現象に対する設計上

の考慮｣でいう｢設計用地震力｣ならびに｢想定される自然現象｣を含んでいる。よって、「設計

用地震力｣ならびに｢想定される自然現象｣に対して共通要因または従属要因によって、同時

にその機能が阻害されないことが求められている。

一方､福島第一原子力発電所および第二原子力発電所においては､UHSへ熱を輸送する

系統が想定を超える津波によって､共通要因故障により機能が喪失してLUHSに至り従属故

障を誘発した｡このような事態を防止するためには､UHSへ熱を輸送する系統の機能を含め、

炉心損傷防止および原子炉格納容器破損防止のために必要な機能が､原子炉施設の設計

上の想定を超える自然現象等の外的事象に対しても十分な頑健性を有しているべきである。

なお､これは､必ずしもUHSへ熱を輸送する系統の頑健性を高めることを安全設計審査指

針で規定することを意味するものではなく､AM策等により設計上の想定を超える自然現象等

の外的事象に対しても有効な手段によるUHSへ熱を輸送する系統の機能の信頼性の向上を

求めるものである｡ただし､この際には､UHSへ熱を輸送する系統の信頼性向上に関して､こ

れまで諸外国で行われて来た取り組みの努力20についても参照し､適用の必要性について判

断すべきである。

②LUHSへの対処

BWR

4．および5.で述べたように､格納容器圧力抑制プールへの蓄熱によって一定時間対処し、

その間にUHSへの熱の輸送機能の復旧を図ることが第一である。

福島第二原子力発電所’号機の事例を念頭において実施された単純化したモデル(原子炉

格納容器内の温度は一様で､気相と液相は平衡)による試算結果2'によって､UHSへの熱の輸

送が喪失した場合にあっても､格納容器圧力抑制プールに崩壊熱を蓄積することによって､実

際の場合と同様の時間にわたって原子炉格納容器の圧力上昇を抑制できることが示されてい

る｡また､BWRを保有する事業者によるSBO時の手順例22においても､SBOによるLUHSに際

して約20時間､原子炉格納容器ベントによらず原子炉格納容器内の圧力上昇を抑制するとし

20例えば､米国における関連する安全上の課題に関する検討(IPE/IPEEE,USI,GSI等)と対処(GLSRP等)の事例､経緯(付録
－1参照)。

21設計小委第10-2号｢LUHS時の熱バランス計算｣日本原子力研究開発機構安全研究センター(平成23年12月13日､本小

委員会第10回会合資料）

22設計小委第7-3号｢全交流電源喪失時の対応について｣電気事業連合会(平成23年11月2日､本小委員会第7回会合資
料）
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ている｡ここでは､原子炉圧力容器内が高圧下でのRCIC等の蒸気タービン駆動注入による炉

心冷却･崩壊熱除去から､逃がし安全弁による減圧後の代替注入へフェーズが適時に切り替え

られること､またRCICが多重化されていない23ことを踏まえ､RCICが機能喪失した場合に､減

圧後の代替注入が適時に開始できるよう準備されることが重要である｡逃がし安全弁による原

子炉減圧は特に重要であり、逃がし安全弁の作動に必要な直流電源､窒素ガスの供給､手順

の整備､習熟を含めて､確実に開放･維持されることが必要である｡また､代替注入設備には、

地震､津波等への耐性､水源の確保等が必要である｡この他､原子炉減圧､代替注水､原子

炉格納容器ベント等の手順の整備､習熟訓練等なども重要である。

一方､UHSへ熱を輸送する系統の機能の復旧がさらに遅れ､原子炉格納容器圧力が上昇し、

代替注入が困難になるか､あるいは原子炉格納容器の健全性への脅威が生じた場合には､原

子炉格納容器ベントによって原子炉格納容器圧力を制御し､崩壊熱を大気に放出しつつ､UHS

へ熱を輸送する系統の機能の復旧を図ることとなる｡代替注入が長期化する際には､水源を枯

渇させない様に､更に水源の確保が必要となる。

福島第二原子力発電所の事例によれば､格納容器圧力抑制プールの温度および水位が上

昇した後も､逃がし安全弁から流入する蒸気の凝縮が大きな動荷重を生じる等の問題はなか

った模様であるが､この点についても原子炉施設ごとの設計を考慮して検討する必要がある。

また､格納容器圧力抑制プール水位の上昇によって千トンオーダでの重量増加が生じうるため、

この点についても検討しておく必要がある。

原子炉格納容器ベントを実施するためには､ベントラインに格納容器圧力抑制プールの水が

流入することのないよう､格納容器圧力抑制プールの水位上昇を制限することが必要であり、

場合によっては､格納容器圧力抑制プール水を適切に液体廃棄物処理系のタンク等に排水す

ることが必要になりうる｡ここでは､炉心損傷に至っておらず､格納容器圧力抑制プール水中の

放射性物質濃度が低いことを前提としているが､原子炉格納容器ベントや格納容器圧力抑制

プール水の排水に際して､可能な限り放射性物質濃度の確認が必要となる｡また､格納容器圧

力抑制プール水の排水先の設備の温度条件を考慮した格納容器圧力抑制プール水温度の確

認が必要となる。

原子炉格納容器ベントを使用して､原子炉格納容器内に蓄積された残留熱を大気に放出す

る場合には､原子炉格納容器内圧力､格納容器圧力抑制プール水温度および同プール水位を

監視して､原子炉格納容器ベント操作を行う必要がある｡ここでは､原子炉格納容器ベント設備

が原子炉格納容器の減圧のために十分な容量を有し24､減圧による格納容器圧力抑制プール

水の減圧沸騰によるプールスウェルや､原子炉圧力容器内の減圧など､さまざまな影響につい

て解析によって把握し､ベントの設計や手順に反映することが必要である。

23BWR/4ではRCICと同様な機能を持つ高圧注入系が設置されていることから､本報告書では｢RCIC等｣という表記を用いてい

る｡BWR/4においては､RCIC機能喪失時に高圧注入系が確実に動作することが求められる。

24例えば､株式会社東芝が米国において提出したABWRのDesignCertificationRenewal申請によれば､原子炉格納容器ペント
(ContainmentOverpressureProtectionSystem:COPS)の容量が設計に考慮されており､流量は､原子炉格納容器がCOPS
の起動圧力(0.72MPa)の時に28Kg/s蒸気流量以上であることとしている｡また､COPSの試験検査要求として､As-Builtの系
統圧力損失係数を用い蒸気流量を解析評価して28Kg/s蒸気流量以上であることを検証することを規定。(NRC公開資料参
照）
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なお､原子炉格納容器ベントのためには､予め原子炉格納容器ベント弁の操作に必要な電

源､圧縮空気等の供給源を事前に準備して､原子炉格納容器ベントが適宜開始できるようにす

る必要がある。

PWR

4．で述べたように､AFWSからの注水と主蒸気逃がし弁を用いた蒸気放出によって崩壊熱

の除去を継続することができる｡また､主蒸気逃がし弁を用いて蒸気発生器2次側を減圧する

ことにより､低圧のポンプによる蒸気発生器2次側への代替注水が可能となり、1次系の減温、

減圧が促進され､化学体積制御系や蓄圧注入系の作動によるほう酸水注入によって未臨界

を維持するとしている｡なお､海外プラントにおいては､電動補助給水ポンプの多重性ならびに

非常用所内電源の多重性･独立性を高めた設計も見られる。

PWRにおいては､蒸気発生器による崩壊熱除去を長期にわたって実施できるとされている25

が､冷却水源を枯渇させない様に水源の確保が必要となる。

使用済燃料プール

4．で述べたように､LUHS時の使用済燃料プールの冷却は､BWRにおいては使用済燃料

プールへの淡水(復水または純水)を補給して､PWRにおいては使用済燃料プールへのほう

酸水(燃料取替用水タンク水)を補給して､使用済燃料プール水での蓄熱と水温上昇に伴う蒸

発による大気放熱によって使用済燃料の崩壊熱を除去することができるが鶴使用済燃料プー

ルへの通常の補給水ポンプが機能喪失した場合に備えて､代替水源と代替注水を適時に開

始できるように準備する必要がある｡また､プールへの注水による崩壊熱除去を長期にわたっ

て実施する場合には使用済燃料プール水温上昇に伴う使用済燃料プールを格納する建屋内

の環境(湿度､温度等)が悪化して好ましくないことから､使用済燃料プール冷却浄化系の冷

却機能の早期の復旧が望まれる。

機器冷却

6．1(3)で述べたように､LUHS時には停止後の炉心冷却をはじめ必要な機器の冷却もでき

なくなり、これら機器の機能が従属的に失われる可能性がある。LUHS時に炉心冷却等のた

めに､優先的に冷却することが必須となる機器については､RCW機器の停止に備えて.代替

熱交換器等の設置や代替冷却水の供給ラインの接続(ろ過水等)の備えを行い､適宜機器の

冷却を開始できるように準備する必要がある｡長期にわたる代替熱交換器等の使用や代替冷

却水の供給は､個別機器の代替冷却の運転維持や冷却水の補給および排水(冷却水として

使用したもの)の増加等の運転管理による対応が必要となることから､RCWの冷却機能の早

期復旧が望まれる。

代替UHS設備

海外の発電用原子炉施設においては､LUHSの防止を目的とする分散型UHS設備や､優

先的なUHSへの熱輸送機能が喪失した際に使用される後備UHS設備を恒久設備として有す

るものがある｡これらは､いずれも､UHSからの分離ないし独立性を特徴としている。

分散型UHS設備は､例えば仏国Areva社のUS-EPRの設計に見られ､ここでは原子炉補

2s設計小委第7-3号｢全交流電源喪失時の対応について｣電気事業連合会(平成23年11月2日、本小委員会第7回会合資

料）
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機冷却系が4系統設けられ､それぞれの系統に専用冷却塔が相互に距離をとって設置されて

いる。

後備UHS設備としては､既設BWR/4である米国のPeachBottom2号機､3号機の

EmergencyCoolingTower,スイスのLeibstadtのSpeciaIEmergencyHeatRemovalSystem，

英国のSizewell-BのReserveUItimateHeatSink,また米国WestingHouse社のAP-1000の

静的余熱除去系および静的格納容器冷却系､GEHitachiNuclearEnergy社のESBWRのIC

および静的格納容器冷却系がある。(付録-3参照）

LUHS対策として､可搬式ポンプや可搬式熱交換器の設置､接続による手段は､恒久設備

による手段に比べてより柔軟な対応が可能であると考えられるが､緊急時における適確な判

断と作業を必要とする｡また､津波に際しては､繰り返し来襲する津波への警戒の必要や､福

島第一原子力発電所､福島第二原子力発電所の教訓を踏まえて､瓦礫等の散乱によって屋

外の復旧作業が円滑に進まないことを想定する必要がある。

以上のことから､我が国の発電用原子炉施設におけるLUHS対策としての代替UHS手段の

検討に当たっては､これらの概念も参考とし､実効的な手段を多重的に整備すべきであり、以

下の検討が必要となる。

・代替策の抽出と､代替策が機能するために必要な条件､制限条件(容量他)、原子炉の耐

久時間等を評価する必要がある｡LUHS発生時において､UHS復旧までの間､原子炉､原

子炉格納容器および使用済燃料プールの冷却､熱除去に必要な代替UHS機器の設置等

など代替策の適用を考慮し､代替策が機能するための必要条件､容量､耐用時間等を評価

すること｡優先的UHSへの熱の輸送を復旧するために､故障､損傷した場合に備えたUHS

機器の取替部品や予備機の設置やUHSへの別な熱輸送ルートを確保するため代替UHS

機器を装備することについて考慮されるべきである。

・米国における安全上の課題についての検討と対処の事例､経緯を参考とすること｡また､代

替AM策(SevereAccidentManagementAlternatives)の検討についても参考とすること。

・恒久的代替設備の有効性､導入の可否について評価すること。

(3)LUHSの復旧能力

復旧策(復旧方法､復旧用の取替機器､予備品の装備､復旧時間)および復旧の範囲(冷

却対象設備､容量)について検討して､LUHSからの復旧能力について評価することが必要で

ある。

側炉心損傷に至った時の緩和策についての留意点

LUHSの下で炉心損傷に至った時には､SBO対策の検討において別途とりまとめたSBOの

下で炉心損傷に至った時の影響緩和策(AM策)と同様に､原子炉への代替注水(原子炉圧力

の減圧操作と組合せ)による炉心の冷却手段､原子炉格納容器へのスプレイ等代替注水によ

る原子炉格納容器の冷却手段およびBWRにおいては原子炉格納容器ベント(耐圧ベント)手

段の確保(長時間継続時には､水源の枯渇や格納容器圧力抑制プール水位の調整､原子炉

格納容器ベント排気に伴う放射性物質の放出の低減や排気に含まれる可燃性ガスへの対策、
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原子炉や原子炉格納容器を冷却する機器の昇温等が問題となること､必要な電源､圧縮空気、

不活性ガスの供給等)について留意する必要がある｡なお､これらの緩和策(AM策)の適用に

ついては､LUHSの下での炉心損傷に至る場合の事象進展においては､格納容器の損傷が

先行することが想定されることから､これらの緩和策(AM策)の適用順序や運用について留意

する必要がある。
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Ⅱ、その他の課題について

当小委員会では､今般の福島第一原子力発電所の事故を踏まえ､安全設計審査指針およ

び関連の指針類における当面の改訂内容ならびに長期的な改訂の方向性およびその改訂内

容についての検討を目的として､これまでにSBO対策およびLUHS対策について重点的に審

議が行われてきたが､これら以外に今後さらに検討を継続すべき事項について議論された。

検討が必要とされた課題について以下のとおり取り上げた。

○安全設計審査指針における多重性､独立性､多様性の考え方について

津波等による共通要因故障の対策の一環として、多重防護の考え方に基づき､設計基準

事象あるいは設計基準事象を超える事象の何れの対応とするか整理した上で､多重性､独立

性､多様性を確実なものとすることを目的として､安全設計審査指針におけるこれらの考え方

を急ぎ検討することが特に重要である。

(関連する安全設計審査指針:用語の定義）

○安全機能を有する設備の共用について

SBO対策に係る当小委員会の検討結果によれば､非常用所内電源設備についてはその信

頼性の向上を目的として共用を原則禁止とすることとした｡一方､現行の安全設計審査指針に

おいては､一般的に安全性に影響を及ぼさない範囲で共用を認めている。

今般の福島第一原子力発電所の4号機の爆発原因については､3号機と4号機とで非常

用ガス処理系(以下｢SGTS｣という｡)を共用していたことにより､3号機原子炉建屋から4号機

原子炉建屋へ水素が流入し､爆発を招いたと東京電力株式会社は推定している。

シビアアクシデントの諸条件を考慮した上で､SGTSに限らず､その他の設備の共用につい

ても､SBO対策における非常用所内電源設備のように､共用に関する考え方を整理し､指針

7.の適用について検討する必要がある。

(関連する安全設計審査指針:指針7.｢共用に関する考慮｣）

○水素の漏えい対策について

原子炉建屋への水素漏えいを防止する対策について､安全設計審査指針における対策の

要否を検討する必要がある。

(関連する安全設計審査指針:指針28.｢原子炉格納容器の機能｣､指針33.｢格納施設雰囲気

を制御する系統｣）

○施設の状態監視などについて

今般の福島第一原子力発電所の事故においては､SBOの発生､計算機等の故障､緊急時

対策支援システムの伝送装置と非常用所内電源との未接続等の事情から､プラントデータの

収集に支障を与えた｡今般の事故を教訓として､改めて見直すべき点があるか検討する必要

がある。
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(関連する安全設計審査指針:指針41.｢制御室｣､指針43.｢制御室の居住性に関する設計上

の考慮｣､指針44.｢原子力発電所緊急時対策所｣､指針45.｢通信連絡設備に関する設計上の

考慮｣､指針47.｢計測制御系｣､指針59.｢放射線監視｣）

○使用済燃料の冷却について

使用済燃料の冷却の観点から対策の要否を検討する必要がある。

(関連する安全設計審査指針:指針49.｢燃料の貯蔵設備及び取扱設備｣）

この他に､今般の福島第一原子力発電所の事故後の東京電力株式会社の対応によれば、

水素爆発の再発防止のために､長期にわたり原子炉格納容器内の雰囲気を不活性ガスにて

維持することとして､窒素ガスの封入を継続している｡こうした事故後の原子炉格納容器を不

活性雰囲気に維持するための対策(耐震性､津波対策の考慮が必要)についても､検討する

必要がある。

また、I.3.に述べたように重要度分類審査指針の対象となる範囲を見直す必要性につ

いても検討する必要がある。

ただし､こうした検討を行う際には､リスクの低減ならびに一般公衆や環境への影響の低減

の観点から､その対処策の有効性について留意した上で検討されるべきである。

なお､前述の課題以外についても､事故調査の結果や｢発電用原子炉施設に関する耐震設

計審査指針｣､AMに係る対策の検討の進捗状況を踏まえて､新たな知見や視点等が見いだ

された場合には､継続的に安全規制や安全設計審査指針類への反映について検討を行う必

要がある。

また､これまでの指針体系は､原則として設計基準を超えない範囲を対象としており、設計

基準を超える場合については､AMとして取り扱うこととしてきた｡AMを規制要件化する場合、

これまでの指針体系を基礎として､設計基準を超える範囲も対象とする新たな指針体系を策

定する方向性も考えられるが､位置付けを含めてシビアアクシデント対策に関する要件を検討

する必要がある。

これに関し､これまでの我が国におけるAMは､内的事象に起因するシビアアクシデント対

策を対象としたものであり､外的事象に対する配慮が不十分であったことから､より有効なAM

策の要件について検討を行うことが必要である。

19

【53／89】



検討経緯

当小委員会は､平成23年6月22日に開催された第17回部会において､次の構成員から

なる小委員会として設置された。

＜専門委員＞

阿部豊国立大学法人筑波大学大学院システム情報工学研究科教授

（第18回基準部会(平成23年9月15日開催)から）

岡本孝司国立大学法人東京大学大学院工学系研究科原子力専攻教授

木口高志独立行政法人原子力安全基盤機構技術参与

平野雅司独立行政法人原子力安全基盤機構総括参事

＊＊更田豊志独立行政法人日本原子力研究開発機構安全研究センター

副センター長

＊山口彰国立大学法人大阪大学大学院工学研究科教授

山下正弘独立行政法人原子力安全基盤機構原子力システム安全部次長

渡邉憲夫独立行政法人日本原子力研究開発機構安全研究センター

研究主席

＊：主査＊＊：主査代理

本報告書は、当小委員会の検討課題のうち､発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計

審査指針および関連の指針類に反映させるべき事項について、以下のとおり検討を実施し、

LUHS対策およびその他の課題に関する検討状況として取りまとめたものである。

会合名 開催日 主な検討事項

第17回基準部会 平成23年6月22日
■I

説明聴取､本小委員会設置

設計小委第4回 平成23年11月2日 説明聴取､審議

設計小委第6回 平成23年10月18日 説明聴取､審議(その他の課題のみ）

設計小委第7回 平成23年11月2日 説明聴取､審議

設計小委第8回 平成23年11月16日 説明聴取､審議

設計小委第9回 平成23年11月28日 説明聴取､審議

設計小委第10回 平成23年12月13日 説明聴取､審議

設計小委第11回 平成23年12月21日 説明聴取､審議

第19回基準部会 平成23年12月28日 検討状況報告

設計小委第12回 平成24年1月23日 説明聴取､審議

設計小委第13回 平成24年2月24日 とりまとめ､審議

*上記は部会および小委員会での審議のうちLUHS対策およびにその他の課題に関して行われた審議会につ

いて記載。
●
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【注】赤は熱の流れを､青は冷媒の流れを､太線は主要な流れを示す。
実線は本設設備による熱の流れを､点線は代替設備｡AM策による熱の流れを示す。
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【注】赤は熱の流れを､青は冷媒の流れを､太線は主要な流れを示す。
実線は本設設備による熱の流れを､点線は代替設備'AM策による熱の流れを示す。
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圃

LUHS対策の検討のための参考情報

付録－1

【概要】米国における崩壊熱除去に係る問題解決の取り組みやEssentialServiceWater(必

須サービス水)系に係る米国の規制情報

付録－2

【概要】今般の福島第一原子力発電所の事故関連資料を参照した､LUHSのシナリオや緊急

安全対策に関する情報

付録－3

【概要】諸外国 関する情報でのヒートシンクに震
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匠憂ヨ

米国の規制情報

1．はじめに

最終ヒートシンク喪失対策の検討にあたり､参考として米国における崩壊熱除去に係

る問題解決の取組みやEssentialServiceWater(必須サービス水)系に係る米国の規

制情報を以下に記す。

2.スリーマイル島原子力発電所事故後の米国における崩壊熱除去に係る問題解決

(1)USIA-45"ShutdownDecayHeatRemovalRequirementa'の導入(1981)

米国規制委員会(NuclearRegulatoryCommission:NRC)の崩壊熱除去(Decay

HeatRemoval:DHR)に関する検討は1975年のWASH-1400'に遡る｡ここでは､加圧

水型原子炉(PressurizedWaterReactor:PWR)については小破断冷却材喪失事故

((LossOfCoolantAccident:LOCA)や外部電源喪失時の崩壊熱除去失敗が､沸騰

水型原子炉(BoilingWaterReactor:BWR)についてはスクラム失敗時の崩壊熱除去

失敗が､炉心損傷頻度(CoreDamageFrequency:CDF)への重要な寄与因子である

ことが示された｡1979年3月28日のスリーマイル島原子力発電所(ThreeMileIsland:

TMI)2号機の事故によって､PWRにおいては蒸気発生器による崩壊熱除去の失敗が

CDFへの重要な寄与因子であることが再認識され､1980年に策定されたTMIアクシ

ョン･プランではTaskll.E.3としてDHRを挙げている｡これらのことから､既設のPWR

及びBWRを対象としてDHR機能の適切性を評価し､代替DHR手段の費用対効果分

析を行うこととし、1981年3月に停止時崩壊熱除去要件(ShutdownDecayHeat

RemovalRequirements)を未解決安全問題(UnresolvedSafetylssue:USI)A-45に指

定した｡ここでいうDHR機能とは､｢通常停止後及び異常停止(外部電源喪失､主給

水喪失､LOCAなどの発生によるスクラム)後における1次系｡2次系冷却材インベン

トリの維持及び最終ヒートシンク(UItimateHeatSink:UHS)への熱輸送｣機能を意味

している。

USIA-45タスク･アクション･プランでは､停止時崩壊熱除去を以下の四つのフェ

ーズに分類し､フェーズ(b)～(d)を対象としている｡大中破断LOCAのフェーズ(a)にお

ける炉心水位の維持のみに必要とされる非常用炉心冷却系(EmergencyCore

CoolingSystem:ECCS)は対象としていない。

'USNRC:WASH-1400,''ReactorSafetyStudy-AnAssessmentofAccidentRiSksinU.S.Commercial

NuclearPowerPlants"(Oct.1975)
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(a) Refioodphase TheinitiaiphaseofasevereLOCA,whentheobiecliveisto
refloodthereactor.

(b) Shutdowndecayheat Thetransitionfromreaciortripto"hotshuidown,"excluding
removai(SDHR)phase theinitialrefioodingphaseinasevereLOCA

(c) ResidualHeatRemoval Thetransitionfrom"hotshuidown"to"co1dshutdowrf'and

(RHR)phase maintainingcoldshutdownconditions.

(d) DecayHeatRemoval SDHRandRHRphasescombined.
(DHR)phase

対象となる機器･系統には常用及び非常用機器冷却水系､非常用所内交流電源、

直流電源が含まれ､フェーズ(b)における信頼性が重視される｡フェーズ(c)､(d)につい

ては､LOCA後の長期冷却における残留熱除去(ResidualHeatRemoval:RHR)の環

境耐性､地震､溢水､火災へのRHR耐性が重視される｡これを受けて既設炉の設計

評価のための検討が行われ､主要な報告書としてNUREG/CR-52302､NUREG-12893

が刊行された。

一方､1977年以後､PWRのミツドループ運転中におけるDHR機能喪失事象が多

発し､NRCは1988年10月にGenericLetter88-17,"LossofDecayHeatRemoval-

10CFR50.54(9''を発行して原子炉停止時のリスクへの注意を喚起し､具体的対応を

求めた｡しかし､USIA-45は出力運転時の過渡に関するものであって､停止中の事

象は直接の対象ではない。

1985年8月にNRCはシビアアクシデント政策声明書4を公表した｡ここでは､将来

炉(設計認証対象)及び既設炉について､崩壊熱除去系の信頼性及び交流電源系及

び直流電源系の信頼性の確保に特に重点を置きつつ､適用されるUSI及び一般安全

問題(GenericSafetylssues:GSI)の技術的解決を図る旨を述べている。

②個別プラント評価計画､個別プラント外的事象評価計画への組込み(1988）

1988年5月、NRCスタッフは､以下の理由によりUSIA-45を個別プラント評価計

画(IndividualPlantExaminationProgram:IPE計画)の一環として解決するという方針

を表明した。

①一部のプラントではDHR機能喪失によるリスクが過大である可能性があり、

②DHRの脆弱性及び必要な変更内容はプラント依存性が大きく、

③本USIの解決のためには､IPE計画の下で実施されるプラント毎の詳細な確率

論的安全評価(ProbabilisticSafetyAssessment:PSA)が必要であること5(将来

実施される外的事象PSAを含む)。

2USNRC:NUREG/CR-5230,"ShutdownDecayHeatRemovalAnalysis:PlantCaseStudiesandSpecial

Issues"(Aprill989).

3USNRC:NUREG-1289,''RegulatoryandBackfitAnalysis:UnresoivedSafetyIssueA-45,Shutdown

DecayHeatRemovaIRequirements"(Novemberl988).

4USNRC:''PolicyStatementonSevereAccidentsRegardingFutureDesignsandExistingPlants"

(FederalRegister50FR32138,August8,1985)

5USNRC:SECY88-260,"ShutdownDecayHeatRemovalRequirements,"(Septemberl3,1988)
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これに対して原子炉安全諮問委員会(AdvisoryCommitteeonReactor

Safeguards:ACRS)は､新型炉設計においてはDHRに関するサボタージュ対策を考

慮するよう助言した。

1988年10月28日、NRCスタッフはGenericLetter88-20,d6IndividuaIPlant

ExaminationfOrSevereAccidentVulnerabilities''を発行し､IPE計画の一部として

DHRの脆弱性を検討することを求めた｡さらに､1991年6月28日、GenericLetter

88-20,Supplement4,$lIndividualPlantExaminationofExternaIEvents(IPEEE:個別

プラント外的事象評価)fOrSevereAccidentVulnerabilities-10CFR50.54(B''を発行

し,USIA-45の解決において外的事象を考慮することを要求した。

(3)NRCによるパﾂｸﾌｲﾂﾄ解析(1988)

IPE/IPEEE計画の実施に先だって､NRCは代表プラントについての解析結果を

NUREG-12896として取りまとめた｡ここでは､DHRの脆弱性に係る設計上の特徴に基

づいて6基の代表プラント(PWRとしてPointBeach,TurkeyPoint,St.Lucie,ANO-1、

BWRとしてQuadCities,Cooper)を選択している。

解析結果から､NRCは､個別プラントにおいてDHR機能喪失に係る限定的PSAを

実施し、その結果が暫定的な定量的設計目標(QuantitativeDesignObjectives:

QDO)CDF≦1E-05/炉･年を満足すればDHR設計が妥当と見なせるものとした7．

また､代替DHR設備の設置を一般要件化することは費用対効果において正当化され

ないと結論付けた。

限定的PSAの起因事象(DHR機能喪失に先行する事象)としては､小破断LOCA、

外部電源喪失､電力変換系の故障による過渡､事象発生時に外部電源及び電力変

換系が使用可能な過渡､交流または直流母線の電圧喪失による過渡を含むこととし

ている｡大中破断LOCA､圧力容器破損､余熱除去系隔離弁破断LOCA(インターフ

ェースLOCA)、蒸気発生器細管破断､スクラム失敗事象は含まれない。

検討の一環として行われたケーススタディは､対象外の7種類の緊急事態(地震、

火災、内部溢水､外部溢水､強風､落雷､破壊活動)が崩壊熱除去失敗によるCDF

を有意に増加させる可能性を示した。

上記の代表プラント解析において、ほとんどのプラントで､サポート系の故障が

CDFへの重要な寄与因子であり､これらの故障は､1)冗長性の欠如､2)大幅な共用、

3)系列間の離隔や独立性の欠如､4)安全性の観点からの設備配置の欠陥によって

生じることが見出された｡冗長化された系統間の物理的離隔の不足､防護の不足は、

火災や溢水等の単一の事象によって複数系統に同時故障が生じ､DHR機能の喪失

に至るような､脆弱性の原因になり得るとしている。

6USNRC:NUREG-1289,RegulatoryandBackfitAnalysis:UnresolvedSaftylssueA-45,Shutdown

DecayHeatRemovaIRequirements,"(Novemberl988).

7全CDFを1E-04/RY以下とするためこのように設定したとしている。
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(4)DHR機能喪失事象についての規制効果評価(2003)

2003年8月、NRCはDHRに係る一連の規制効果の評価結果をNUREG/CR-68328

として公表している｡本報告書においてNRCスタッフは､IPE/IPEEE計画の結果に基

づく設備変更に加え､USIA-44(全交流電源喪失)、USI.A-46(稼働中のプラントの設

備の耐震適格性)、GenericSafetylssuel24(補助給水系の信頼性)、GenericLetter

89-16(耐圧ベントの設置)等の規制施策を踏まえた設備変更の結果､DHRに係るリ

スクは大幅に減少したと結論している｡また､IPEEE計画においてDHRの外的事象に

対する脆弱性は見出されなかったとしている｡しかしACRSは､2003年11月のNRC

スタッフへの書簡において､IPEの結果に依存し続けることなく､最新の事業者PSA

結果を参照することを推奨している。

3.その他の関連する安全上の課題

上記以外で関連があるGSIとして、GSI-153ldLossofEssentialServiceWaterin

LWRs''(軽水炉における必須サービス水喪失)、GSI-130"EssentiaIServiceWater

PumpFailuresatMultiplantSites''(複数号機が立地する発電所における必須サービス

水系ポンプ故障)、GSI-51"ProposedRequirementsfOrlmprovingtheReliabilityof

OpenCycleServiceWaterSystem''(海水を循環させるサービス水系(わが国のプラン

トの原子炉補機冷却海水系に相当)の信頼性向上に係る要件案)、GSI-36"Lossof

ServiceWater"(サービス水喪失)、GSI-124:"AuxiliaryFeedwaterSystemReliability''

（補助給水系の信頼性)がある｡これらはいずれもDHR機能を有する個別の系統･機器

の信頼性に係るものであり､例えばGSI-130では､必須サービス系ポンプが号機当た

り2基で隣接号機と冷却水融通のためのタイラインを有する場合を対象としている。

8USNRC:NUREG/CR-6832,"RegulatoryEffectivenessofUnresolvedSaftylssue(USI)A-45,

"ShutdownDecayHeatRemovalRequirements"(Au9.2003)
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同關
□ResolutionofGenericSaftylssues:Issuel30

:EssentialServiceWaterPumpFailuresatMultiplantSites(Rev.2)

(NUREG-0933,MainReportwithSupplementsl-33)

●130(複数号機が立地する発電所の必須サービス水系)の問題は､バイロン1号機の

炉心溶融のシーケンスの検討過程において､1プラント当たり2台のポンプで構成さ

れる必須サービス水系を､複数号機間でタイラインを使って共用する発電所におい

て認識された｡少なくとも16基のPWRプラントにおいて潜在的に問題を有する。

●必須サービス水系は､フロントライン(サポート)安全系である｡通常時は､非常用設

備のみならず常用設備から熱を除去するために使用される｡事故の場合､常用設

備の熱負荷は隔離され､非常用設備(CCW熱交換器､格納容器スプレ熱交換器、

ディーゼル発電機､補助建屋換気クーラ)にだけ冷却水を供給する｡複数号機間で、

必須サービス水系を共用する場合､通常時は二重の弁で隔離している。

●必須サービス水系の脆弱性は､系統構成､ポンプの台数､仕様等に依存するが､必

須サービス水系が使用できない場合､公衆に重大なリスクをもたらすことがあり得る。

そのリスク低減策としては､(1)必須サービス水系のポンプの追加(第3のポンプ)、

(2)複数号機間で共用するポンプ台数の追加､(3)必須サービス水系のポンプの運

転制限(LCO)に係る技術仕様(TS)の修正がある。

●必須サービス水系が使用できない場合の炉心溶融頻度(対象は、1原子炉施設当

たり2台のポンプで構成される必須サービス水系を有する原子炉)は､原子炉1基

が運転中､他の1基が停止(燃交)中の場合には10-4/炉･年､2基運転中の場合には

約10毛/炉･年であり､隣接する原子炉施設側のポンプが使えない状態を考慮して評

価している｡原子炉停止中は､少なくとも1台の必須サービス水系のポンプを運転

継続すべきである。

●弁の配列(X結合:たすき掛け)の改善は､炉心溶融頻度への有意な寄与は期待で

きない｡改善策としては､(1)原子炉施設ごとに三つ目のポンプを設ける､(2)原子炉

施設間で共用できるポンプを追加する､(3)TS(技術仕様)の修正があり､炉心溶融

頻度は1桁下がる(ほぼ10-5/炉･年)と評価される｡また､これら三つの改善策につ

いて､費用対効果としては(3)が有効であると評価された。

●炉心溶融頻度は必須サービス水系の設計に依存し､少数の原子炉施設を対象とし

た包括的な炉心溶融頻度の評価結果には大きな不確かさがある｡また､単基の原

子炉施設の発電所についても､必須サービス水系の脆弱性を評価する必要があ

る。

●NRCは､必須サービス水系の脆弱性は､優先順位の高い問題として位置付けて、

TSと緊急時手順の改善で解決されると結論付け(GenericLetter.91-13)、130の問

題を解決し､技術的知見等､解析結果をNUREG/CR-5526､NUREG-1421にまとめ

た｡なお､運転免許の更新期間(20年)も検討したが､解決策を変えるものではない

とした。
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DResolutionofGenericSaftyIssues:Issuel53

:LossofEssentialServiceWaterinLWRs(Rev.2)

(NUREG-0933,MainReportwithSupplementsl-33)

●必須サービス水系(ESW)の信頼性と関連する課題は、NRCの関心事であり、

NUREG/CR-2797IE､80-24,81-03､GenericLetter､89-13､報告書51,65,130にまと

められている｡必須サービス水系(NUREG-1275､3巻)に係る980件の運転経験の中

には､12件の喪失がある｡報告書130の中で､原子力発電所7基の調査結果から、

必須サービス水系の喪失は炉心損傷事故に非常に関わりを持つことが確認された。

故障､性能低下の原因としては､(1)種々の汚れの付着メカニズム(沈殿堆積物､海生

生成物､腐食､浸食､周辺からの材料･破片の侵入)､(2)凍結の影響､(3)単一故障や

他の要因に対する設計上の考慮の欠落､(4)洪水､(5)多重故障､(6)人的操作ミスを含

んでいる。

●必須サービス水系は非常用設備､常用設備に冷却水を供給し､その熱を最終ヒート

シンクに輸送する｡通常運転時は､必須サービス水系は、（主に補機冷却系を介して）

機器､雰囲気温度の冷却に使用される｡原子炉停止中は､炉心の残留熱を除去する。

また防火設備､冷却塔､水処理施設に水を供給する｡必須サービス水系の設計､運

転上の特徴は､PWRとBWRとでは違い､プラントごとに違う。

●必須サービス水系の潜在的な脆弱性の改善策は､(1)必須サービス水系のポンプを

含めた取水設備の多重化､(2)必須サービス水系の設備変更､(3)RCPのシール水の

供給設備の設置､(4)TS(技術仕様)または運転手順の変更である。

●必須サービス水系の喪失に伴う炉心損傷頻度は､20基の原子力発電所(そのうち

いくつかは複数号機が立地)の検討結果に基づくが､個々の原子炉施設の設計に強

く依存し､可能なTS(技術仕様)の修正は､PWRのみに適用すべきである｡BWRは低

温停止､もしくは再装荷モードであることが要求されており､必須サービス水系の全喪

失対策に係る運転手順の変更が対策として適用されている。

●必須サービス水系の喪失はRCPのシール水の喪失をもたらし､報告書.23の中で、

解決策として､代替交流電源の設置､必須サービス水系以外の既設所内水系からの

冷却水のバックアップによるシール水の供給が推奨されている｡この解決策により、

炉心損傷頻度は10毛相当に､50%低減される｡報告書.51の中で､必須サービス水系

における付着／閉塞について言及しており、基本的な付着／閉塞対策(Generic

Letter89-13)によって､炉心損傷頻度は約2.6×10毛に低減される。

●NRCは原子炉施設ごとに､必須サービス水系の信頼性の向上を含めて必須サービ

ス水系に係る運転性能検査計画(包括文書89-13参照)､IPE計画､EPRI(電力研究

所)研究計画等､種々に取組まれていることを確認している｡また､必須サービス水

系の信頼性に係る問題は､公衆のリスク低減の観点から優先順位の高い問題として

位置付けて､報告書23の解決策と保守規則によって取り組まれている｡NRCの技術

的知見は､NUREG/CR-5910､SEASF~LR-92-022改訂1に､解析はNUREG-1461

にそれぞれまとめている｡問題解決の検討において､運転更新期間(20年間)も考慮

されたが､新たな要求はない。
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最終ヒートシンク喪失(LUHS)対策のシナリオ整理

1．はじめに

本資料は、福島第一原子力発電所の事故関係報告や緊急安全対策の実施状況報告等とし

て原子力安全・保安院および電力事業者から報告（公開）されている資料を参照しつつ、

LUHS対策に係わる前回会合までの議論を踏まえて､シナリオや論点を整理したもので

ある。

福島第一原子力発電所の事故においては、津波襲来によってLUHSと全交流動力電源

喪失(SBO)がほぼ同時に発生したと推定されるが、SBO対策が実施されることによ

り、短時間のSBO後には代替電源を接続・起動して給電されることを前提として、想定

を超える津波の襲来によってLUHSが発生した場合についてその対策(第4層の防護策）

のシナリオを、BWR、PWRごとに整理した。尚、LUHSへの対策については現状の

設備や緊急安全対策で採られた方策の範囲で例示したものである。

2．LUHS発生後のUHS復|日過程における除熱方策

LUHS発生後のUHS復旧過程における原子炉及び原子炉格納容器の除熱方策（代替

注水、代替UHS機器の活用）を表-1に示す。また、LUHS発生後の復旧過程の概要

図として、図－1にBWRの例を、図-2にPWRの例を示す。

復旧過程のフェーズを、経過時間、復旧状態に沿って、次のように区分した。

フェーズ－1：（津波襲来直後)LUHS+短時間SBOのフェーズ

フェーズ－2：（代替電源が使用可能となる短時間経過後)LUHS+代替電源有のフェ

ーズ

フェーズ－3：(代替UHSが使用可能となる一定時間経過後）代替UHS有十代替電源有

のフェーズ

フェーズ－4：（非常用電源の復旧後)UHS復旧十電源復旧のフェーズ

フェーズ毎の除熱方策としては、

フェーズ－1:UHSも電源も機能しないため、これらを必要としない系統(BWR:I

C、RCIC等、PWR:TDAFWS+主蒸気逃がし弁等）で対応する。

フェーズ－2：代替電源が使用できるため、その電源容量の範囲で使用可能な系統

（例:BWR:SRVで原子炉減圧+MUWC、FP等、

PWR:MDAFW(+代替水源)+主蒸気逃がし弁等）で対応する。

フェーズ－3：代替電源を使用して代替UHS(例:BWR/PWR:海水ポンプ、代替熱

交換器等)で対応する。

フェーズ－4：代替UHSの活用と並行して、予備モータ、予備機等に取替えを行うなど

して復旧時間の短縮を考慮しつつ、本設UHSを復旧し、使用する。

が考えられる。
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また、上記のUHS復旧過程において、代替電源のほか、圧縮空気源、淡水補給源、

DG燃料、ガソリン燃料等必要なサポート系の補給源を確保することが求められる。

3.UHS復旧過程フェーズ-2の除熱方策

LUHS期間中､代替UHSが使用可能となるまで(フェーズ－2)の除熱方策として、

BWRでは原子炉への代替・注水冷却、PWRではSG2次側冷却とその留意点につい

て、以下に例示する。留意点には2．の文末で述べた、必要なサポート系の補給源の確

保についても明示する。

1)BWRの代替注水の例：図-3参照。

○本設の設備としては､復水貯蔵タンク(CST)を水源とし復水補給水(MUWC)

ポンプから、

○AM設備としては、ろ過水タンクを水源としタービン駆動(TD)消火ポンプ

から、それぞれ原子炉へ注水する。

○他の代替方策としては､代替水源から取水し消防ポンプにより注水する方法がある。

○これらの、代替注水が機能するためには、以下の点について留意する必要がある。

・ろ過水タンク、TD消火ポンプ：地震、津波に対する頑健性の保持

・消防ポンプ：消防ポンプの装備、ガソリン燃料の確保、地震・津波からの防護

･CST:津波からの防護侭外設置の場合)、水源の補給確保

･MUWCポンプ：津波浸水防護、地震に対する頑健性保持

等

○また、上記の代替注水は低圧系のため、図－4に示す主蒸気逃がし安全弁を用いた

原子炉圧力容器の減圧が必須である。

○主蒸気逃がし安全弁が機能するためには、以下について留意する必要がある。

.逃がし安全弁駆動用に直流電源確保、圧縮空気源確保

．逃がし安全弁作動に伴いサプレッションプールに原子炉蒸気が流入するため、サ

プレッションプールの水温上昇、蒸気凝縮機能の低下、原子炉格納容器の圧力上

昇への対応（サプレッションプールへの注水・冷却、原子炉格納容器ベント）

2)PWRの代替注水の例：図-5参照。

○本設の設備としては､復水ピットを水源としTD補助給水ポンプでSG2次側に注

水すると同時に、主蒸気逃がし弁を開放して蒸気を大気放出する。

○代替電源の電源容量が大きい場合には、TDAFWSに替えて、電動駆動(MD)

AFWポンプが使用できる。

○代替水源として、復水タンクの水量が不足した場合には、AFWの水源を2次系純

水タンクに切替える。

○更に、水源が不足した場合には、代替方策として、消防ポンプを起動して海水を復

水タンクに補給することとしている。

○これらの、代替注水が機能するためには、以下の点について留意する必要がある。

・2次純水タンク：地震、津波に対する頑健性の保持

・消防ポンプ：消防ポンプの装備、ガソリン燃料の確保、地震・津波からの防護

．復水ピット：津波からの防護睦外設置の場合)、水源の補給確保

・補助給水ポンプ：津波浸水防護
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〆

等

○また、上記のSG2次注水には、図-6に示す主蒸気逃がし弁を用いたSGからの

蒸気の大気放出が必須である。

○主蒸気逃がし弁が機能するためには、以下の点について留意する必要がある。

・主蒸気逃がし弁の自動作動／遠隔手動用のための直流電源確保、計装電源、圧縮

空気源確保

・主蒸気逃がし弁の運転のためプラント状態監視とその交流電源の確保

3)BWRの原子炉格納容器ベント：図-7参照。

BWRにおいて、フェーズ－2の期間に原子炉圧力容器への注水・冷却と主蒸気逃

がし安全弁の作動による原子炉圧力容器の減圧が行われる。この際に、サプレッショ

ンプールへの原子炉蒸気の流入によってサプレッションプール水温が上昇するととも

に原子炉格納容器圧力が上昇する。原子炉格納容器の健全性維持のため必要に応じて

原子炉格納容器ベントが行われる。

図－7に格納容器ベントの系統概要を示す。

原子炉格納容器ベントラインは、格納容器調気(AC)系の排気ラインのドライウ

エル隔離弁（大口径、小口径のAO弁2個）及びサプレツシヨン隔離弁（大口径、小

口径のAO弁2個）下流排気配管の合流部に分岐して、元弁(MO弁1個）とラプチ

ャーディスクを設置し、非常用ガス処理系(SGTS)の排気ラインに接続して、主

排気筒へ導き、放出する構成としている。

原子炉格納容器ベントは、これら5個の弁を適切に開操作して行う。

原子炉格納容器ベントが機能（ベント弁を開操作）するためには、以下の点について

留意する必要がある、

・原子炉格納容器ベント弁操作のための電源(直流、交流)確保、圧縮空気源(N2

ボンベ、空気圧縮機等）確保

・原子炉格納容器ベント排気ラインの適正化、ベントラインをSGTSに接続する

場合や排気ラインを他号機と共用する場合には､ベント時のSGTSへの逆流防

止、他号機への影響防止、SGTSを経由した原子炉建屋(R/B)への排気ガ

スの流入防止

・ベント排気(SGTS排気ライン）の2プラント共用によるSGTSを経由した

他号機への影響の例を図－8に示す

・原子炉格納容器ベント(S/Pベント）操作に際してはS/Pの水位がベントノ

ズル高さ以下に制御される必要がある。S/Pの排水に用いるs/P水位調整系

統の例（運転時の留意事項も併せて記載）を図－9に示す。

代替UHSの装備

フェーズ－3の期間における代替UHS機器の適用及びフェーズ－4におけるUHS

'復旧を迅速にするため、UHS機器の予備品、予備機の交換が必要となる。

4．

の復旧を迅速にするため、UHS機器の予備品、予備機の交換が必要となる。

国内原子力発電所においては(PWRにおけるSG2次側注水冷却を除き）ヒートシ

ンクとしては、海水を基本的に使用していることから、

・代替UHS機器：代替海水ポンプ、代替海水熱交換器

・予備品、予備機：ポンプモータ予備品、海水ポンプ予備機

が、主要な代替UHS機器又は復|日用UHS機器として用いられる。
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図－10に緊急安全対策等で装備されている国内原子力発電所の代替UHS機器と復旧

用UHS機器の一覧を示す。

表中、海水ポンプは、代替UHS機器及び復旧用UHS機器として併用されている。

本設の海水ポンプが機能喪失している場合に､代替海水ポンプ(水中ポンプ)を設置し起

動して、原子炉建屋内に設置されている原子炉補機冷却水クーラに海水を供給するBW

Rの例を、図－11に示す。

本設の海水ポンプが機能しない場合に、仮設大容量ポンプを設置し起動して、原子炉

補機冷却水クーラに海水を供給する例を図－12に示す。

本設の海水ポンプ､原子炉補機冷却設備(冷却水ポンプ､熱交換器)が機能喪失している

場合に、海水ポンプ、熱交換器、冷却水ポンプを備えた代替海水熱交換器を装備して、

原子炉建屋内の残留熱除去系(RHR)熱交換器へ冷却水を供給するBWRの例を図-13

に示す。

本設の海水ポンプが機能しない場合に、取水口上に防水構造建屋に収納した緊急時海

水取水設備（代替海水ポンプ等）を設けて原子炉建屋内の原子炉機器冷却水熱交換器へ

海水を供給するBWRの例を図-14に示す。

5．代替UHS機器としての空冷式熱交換器の適用について

代替UHS機器として空冷式熱交換器を適用する場合の検討概要を図-15に示す。

海外軽水炉では立地(条件（冷却水・取水条件、外気温度・湿度条件）により河川水を水

源とした冷却塔（ヒートシンクは大気）を採用しているプラントが多数みられる。

河川水を水源としている冷却塔(空冷力は

・海水取水が不向きな地点に立地する場合

・低湿度の地域に立地される場合

・河川水への温排水放出が環境から許容されない場合

等の条件が該当する発電所において適用されている。

我が国の様に、海水取水が容易で、高湿度の地域には大容量の冷却塔(空冷式)の適用は

なされていない。従って、国内の原子力プラントにおいては、比較的小容量の系統機器

（例:DG冷却、使用済燃料プール代替、HPCI冷却）に対する代替UHS機器として必

要に応じて採用されている。
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表-1LUHS発生後のUHS復旧過程における除熱方策イメージ

経過時間 一

フェーズ－3 フェーズ－4LUHSﾌｪー ｽ゙ ｜ﾌｪー ズ－11ﾌｪー ズ-2

復旧状態 代替UHS

＋代替電源

UHS復旧

十電源復旧

LUHS

+短時間SBO

LUHS
毒

十代替電源

代替UHS機器

で残留熱除去

UHS復旧

して残留熱除去

電源不要の系統

で注水風冷却

UHS不要の系統

で注水画冷却

除熱方策

冷温停止

維持

高濡停止 高温停止

→冷温停止

制御棒全挿入

原子炉助ツプ

プラント状態
ｰ■

型

SRV+MUWC,消防

ポンプ(FP)

注水系 IC，RCIC，HP

CI

BWR
今

’
I図－1

参照

代替注水 SRV+FP ＞

格納容器ベント格納容器

ベント

＞

RHR+原子炉補

機冷却系､補機冷

却海水系

UHS

代替海水ポンプ

代替海水熱交換器

代替空冷熱交換器

代替UHS

DG､非常用電源、

DG軽油燃料

圧縮空気､代替電源、

水源(純水､ろ過水）

ガソリン燃料

代替電源サポート

系統

直流電源､水源

(CST)

MDAFWポンプ＋

主蒸気逃がし弁

TDAFWポンプ

＋

主蒸気逃がし弁

TDAFWポンプ＋

主蒸気逃がし弁

注水系PWR

＞Ｂ
Ⅱ
■
１
１
１
Ⅱ
Ｉ
Ⅱ
１
１
１
Ⅱ
Ｉ
Ⅱ
‐
申
’
’
四

図－2

参照 ぼう酸水注入ポンプ →蓄圧タンク(ほう酸水注

水）

ほう酸水

注入

→代替注水 SRV+FP

RHR+原子炉補

機冷却系､補機冷

却海水系

UHS

代替海水ポンプ

代替海水熱交換器

代替空冷熱交換器

代替UHS

DG､非常用電源、

DG軽油燃料

代替電源､圧縮空気、

水源(純水タンク、

ろ過水タンク）

ガソリン燃料

代替電源､圧縮空気

水源(純水タンク､ろ

過水タンク）

ガソリン燃料

直流電源､水源

(復水タンク）

サポート

系統
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図-1LUHS発生時における復旧過程の概要(BWRの例）イメージ図
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図-2LUHS発生時における復旧過程の概要(PWRの例）イメージ図
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留意点：消防ポンプ車の調達。ガソリン燃料確保
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図－5代替注水系(PWRの例） 図出典:大飯発電所3号機の安全性に関する総合評価一次評

価結果と安全確保対策について(平成23年10月関西電力
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図－7格納容器ベント(BWRの例） 図出典:福島第一原子力発電所東北地方太平洋地震に伴う

原子炉施設への影響について(平成23年9月東京電力(株)）
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図-9BWRサプレツシヨンプール水位調整系統図の例
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図-10代替UHS、復旧用UHS機器(予備品、予備機)の整備状況（｢緊急安全対策の実施状況｣結果｣）

(平成23年5月6日原子力安全･保安院)より抜粋）
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図-11UHS復旧策の例：代替海水ポンプ・水中ポンプ（｢緊急安全対策の実施状況の確認結果｣）
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図-12UHS復旧策の例：仮設大容量ポンプ（｢緊急安全対策の実施状況の確認結果｣）
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図－13代替UHS機器の例：仮設海水熱交換器（｢緊急安全対策の実施状況の

確認結果｣）

出典:柏崎刈羽原子力発電所における緊急安全対策について

(実施状況報告)(補正)(平成23年5月東京電力(株)）
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獲薗盤除去系ポンブ

ザ一・一一ー①一一一一マニー古一

|使用済懲劇プーﾙ冷却浄化系も“

踊子炉檎覆

冷却水系ボﾝﾌﾟ：

二コ欝驚
熱交換塁

【代替海水熱交撰爵設備配備イメージ図】

’

図－14代替UHS機器の例：緊急時海水取水設備(EWS)(｢緊急安全対策の実

施状況の確認結果｣）（浜岡原子力発電所3号～5号機の例）

・海水冷却機能の代替として緊急時海水取水設備(EWS)を設置(号機毎）

｡EWS海水ポンプは防水構造の建屋内に設置

・取水槽の連絡トレンチと接続することで取水源の多重化を図る

戸1

…海水冷却機能の維持一偉

謡b画一…
BD

2p

EWSポﾝﾌﾟEWS設置･防水構造建屋

出典浜岡原子力発電所における津波対策について

(平成23年8月中部電力(株)）
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図－15代替UHS機器としての空冷熱交換器の適用について

○海外軽水炉では立地(条件（冷却水・取水条件、外気温度・湿度条件）により河川水を水源とした冷却塔

（ヒートシンクは大気）を採用しているプラントが多数みられる。

図~aは米国のPWRプラントの例(系統概要)、図-dはスイスBWRプラント例（ライブシュタット

発電所の外観）を示す。

河川水を水源としている冷却塔(空冷式)は

・海水取水が不向きな地点に立地する場合

・低湿度の地域に立地される場合

・河川水への温排水放出が環境から許容されない場合

等の主条件が該当する発電所において適用されている。

我が国の様に、海水取水が容易で、高湿度の地域には大容量の冷却塔(空冷式)の適用は不向きと考える。

○従って、国内の原子力プラントにおいては、比較的小容量の系統機器（例：福島第一のDG冷却、福島の

使用済燃料プール代替冷却…図b、浜岡のHPCI代替冷却…図c)に対する代替UHS機器として必要に

応じて採用することが適切と考えられる。

○尚、図-dのスイスBWRの例（ライプシュタッ卜発電所）では地下水から、フランスPWRの例ではセーヌ

川等大河から緊急事態の時に取水し冷却するシステムが設置(TMI事故後に格納容器除熱機能を強化）さ

れている。これら欧州のプラントの緊急時の冷却システムは､そのサイトの自然環境条件､UHS設計条件、

設備配置等不明のため地震と津波に起因したLUHS対策として有効に機能するかは不明。

図-a米国PWRのヒートシンク（冷却塔・空冷式)の例
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図=C浜岡の代替HPCI冷却系の例

HPCIを運転可能とするため機器冷却の代替確保(空冷式熱交換器､電源は代替電源）

豆冷式菌交■■の厳蔓■

■

寮鵡

■■

出典:浜岡原子力発電所における緊急時対策の強化

(平成23年7月中部電力(株)）
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腿
【海外事例】その①EPRの必須サービス水系(ESWS)
･EPRのESWS(EssentialServiceWaterSystem)は独立した4系統から構成され､通常運転時､過渡事象時及び事故時CCWSの熱交換器

へ冷却水を供給する｡4系統のESWSはそれぞれ冷却塔が独立しており､各冷却塔は2基の冷却フアンで構成される。

出典:U.S・EPRTMNuclearPIantbyAREVA

【海外事例】その②ピーチボトム原子力発電所の非常用冷却水系(EmergencyCoolingWaterSystem)

･ECWSは､通常のヒートシンクが使用できない事象の際に､一次系及び補助系から崩壊熱を除去して原子炉を安全停止できるように設計。

･通常のヒートシンクが喪失した時又は溢水が発生した時には､循環水ポンプ取水槽の止水扉が閉止される。

･非常用冷却水は､非常用冷却塔池から2本の重力供給ラインで取水槽に供給される。

｡ECWSポンプはECWSブースターポンプ､高圧サービス水ポンプと組合せて､熱交換器に冷却水を供給し2号炉､3号炉を安全停止する。

出典:NUREG/CR-5379NuclearServiceWaterSystemAgingAssessment
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【海外事例】その③ESBWR(高経済型単純化炉)のIC(非常用復水器)､PCCS(静的格納容器冷却系）

ESBWR(EconomicSimpli6edBoilingWaterReactor)では静的安全炉として､大気をヒートシンクとした非常用復水器

(ICS)や静的格納容器冷却系(PCCS)が採用されている。
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g …

出典!Next-generationnuclearenergy;TheESBWR
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【海外事例】その④AP1000のPCCS(静的格納容器冷却系)とPRHR(静的残留熱除去系）

･AP1000(PWR)では静的安全炉として､大気をヒートシンクとした静的格納容器冷却系(PCCS)と静的残留熱除去系

(PRHR)が採用されている。

○静的格納容器冷却系(水スプレイ→自然循環→大気放熱）
11
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【海外事例】その⑤仏｡LeBLAYAIS発電所の河川水による溢水事例(部分溢水)の例

"1999年10月の暴風でフランスLeBlayais原子力発電所に部分溢水事象が発生した。

"当該発電所は海岸の河口に位置し潮位上昇と暴風による波浪の重畳により防波壁をのり越えた河川水が発電所敷地

に流入して原子炉施設の一部に溢水､非常状態(On-siteEmergencyPlan)が36時間継続した。

卿フランスの溢水対策の規制基準では､グランドレベルは最高溢水水位以上に設定すること(ドライサイト)、グランドレベ

ル以下の安全停止に必要な機器エリアへの全ての進入路は可能な限り閉鎖することとしている。

･LeBlayais原子力発電所の溢水事例の知見を反映したフランス国内の原子力発電所への水平展開として溢水リスクの

再評価とその結果に基づき溢水対策(強化対策)が実施されている。

、

出典;USNRCRIC2010ExternalFIoodandExtremePrecipitationHazardAnalysisfbrNuclearPiantSafetySessionllthMarch2010
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【海外事例】その⑥仏･CRUAS原子力発電所でのLUHSの発生事例
･2009年12月フランスCRUAS原子力発電所でLUHSが発生した｡仏国で初の事例であった。
･当該発電所では､ローヌ川を原子炉補機冷却系の最終ヒートシンクとしており､ESWS(Essentialservicewatersystem)
の取水設備に大量の藻が詰まったため流路が閉塞され､最終ヒートシンク喪失に陥った。
･2系統で構成されるESWSが2系統とも完全喪失した4号機では､緊急時の手順に従い､代替冷却としてRWST(燃料
取替用水ﾀﾝｸ)の水を用いて冷却を確保し､LUHS発生から3時間後に安全な状態となった。(2号機と3号機ではそ
れぞれ1系統のUHSが喪失）
薊取水口フィルタ及び熱交換器から藻を除去し､復旧する迄の10時間LUHSが継続した。
｡この教訓として､実効的な運転管理のためには状況と緩和手段についての迅速かつ正確な分析が必要になること､ま
た緊急時の手順の改善の必要性代替冷却手段としてRWSTの水を用いることの有効性及びプレフイルタによる浮遊
物の捕獲では不十分であることが明らかとなった。
｡また､同年にはChoozB原子力発電所での凍結(取水不能)､Blayais原子力発電所での植物侵入(ポンプ取水不能)、
Fessenheim原子力発電所でのドラム(取水)スクリーンの閉塞が発生している。
｡結論として、自然環境が原子炉の安全性に影響することから､基本設計に反映されるべきであること､また三つの防御
が必要だとして､①防止策:ハザードの識別と知見(取水設備に対する適切な設計)､②取水設備:監視､異常検知、
防止策(ESWS流量の安定確保)､③LUHS時の運転管理:復旧するまでの炉心冷却､のそれぞれについて対策の重
要性が述べられている。
.この教訓に対して､EPRのFlamanville3号機の取水システムは外部ハザードに持ち堪えることが期待される。
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【海外事例】その⑦米･DuaneArnold原子炉のLUHS発生及び技術仕様書に基づく原子炉手動停止
･2011年8月11日、米国のDuaneArnoldEnergyCenterの原子炉(BWR)が100%出力での運転中に､2系統ある河川水系

(RWS)が､取水口のトラベルスクリーンの故障によって､2系統共に運転不能(LCO逸脱)が宣言され､技術仕様書(TS:

TechnicaISpecification)に基づいて､原子炉は手動スクラムにより停止された。

･調査の結果､取水口前面及びポンプピットエリア(取水槽)に数フィートの砂が溜まっていることが確認された。

．この事象は､河川の堆積物の不適切な管理によって起きたものであった。

"この事象について､根本原因の分析が行われ①取水口構築物の近くで砂が堆積している問題認識がなく､河川図作成の作

業が中止になったこと②河川の水位が高い期間の後で､河川の状態を調査するべきであるという水利学者の推奨に従って

いなかったこと､の二点によるものであるとしている。

’2011年8月15日に堆積した砂を除去し､トラベルスクリーンが復旧した｡また､今後､防壁と川の流れの復旧および上記の

根本原因に対する対策の実施が計画されている。

.この事象は､安全機能の完遂を阻害する事象として､独立した系列の共通要因で故障(運転不能)した事象として報告され

た。

.この事象による公衆健康と安全に対する影響はなかった。

出典:DuaneArnoldEnergyCenter,Docket50-331,LicenseNo.DPR-49,LicenseeEventReport#2011-002-00(0ct､10,2011)

~画事．

Duano虹no1dEnemyCcntcr

取水口

ー

出典:DuaneArnoldEnergyCenterLicenseRenewaIApplication,Applicant'sEnvironmentalReport,September2008
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発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針及び関連の指針類

に反映させるべき事項の検討に関する論点等の取りまとめにあたり

匪画

平成24年3月14日

原子力安全基準｡指針専門部会

安全設計審査指針等検討小委員会

はじめに

原子力安全委員会は原子力安全基準･指針専門部会に対して､平成23年6月16日付けをも

って安全審査指針類の検討を行うよう指示文書を発出し､発電用軽水型原子炉施設に関する安

全設計審査指針(以下｢安全設計審査指針｣という｡）及び関連の指針類に反映させるべき事項

について､平成24年3月を目途にその時点までの論点等を整理し､報告することを指示した｡原

子力安全基準･指針専門部会は､平成23年6月22日付けにて､安全設計審査指針及び関連

の指針類に反映させるべき事項､ならびにその他､重要と認められる事項について検討するた

め､安全設計審査指針等検討小委員会(以下｢本小委員会｣という｡)を設置した。

安全審査指針類の検討指示は､平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震及び

それに伴う津波による東京電力株式会社福島第一原子力発電所(以下｢福島第一原子力発電

所｣という｡）の事故を踏まえたものである｡福島第一原子力発電所では､複数の原子炉施設に

おいて全交流動力電源喪失(以下｢SBO｣という｡）や最終ヒートシンク(以下｢UHS｣という｡）の喪

失が生じ､その結果、当該原子炉施設は原子炉冷却機能喪失に陥り、炉心溶融と大量の放射

性物質の環境放出という深刻な事態に至った。

本小委員会は､福島第一原子力発電所の事故の経緯と教訓を踏まえ､SBO対策について優

先的に検討を実施した｡それに引き続き最終ヒートシンク喪失(以下｢LUHS｣という｡)対策及びそ

の他の課題について検討を実施した｡以下に本小委員会の検討の観点と､要望も含め所感を記

す。

1．検討の観点について

今般の福島第一原子力発電所事故の事象推移を踏まえ､本小委員会は､安全確保の基本

は深層防護にあるとの考え方に基づき検討を行った｡そこで､安全設計審査指針の関連条文

の改訂案をまとめるにあたって、同指針に示されている要件のみならず､深層防護の考え方

に基づき一貫性のある安全確保の要件について検討を行った。

深層防護については､これを原子炉施設の状態分類ごとの対処策と関連づける考え方が

あり、国際原子力機関(IAEA)の国際原子力安全諮問グループ(InternationalNuclearSafety

AdvisoryGroup(INSAG))の定義12によれば､多重防護第3層までが設計基準事象への対処

策であり、多重防護第4層は設計基準事象を超える事象への対処策､すなわちシビアアクシ

デントの発生防止と発生した後の影響緩和策とされている。

今般の福島第一原子力発電所の事故は､設計基準事象の範囲を逸脱する多重故障の結

果として引き起こされたものであること踏まえれば､同事故の対策に係る技術的要件は第3層

の設計基準事象の範囲に限定されることはない｡同事故の直接的な原因がSBOであり､それ
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が安全確保において喫緊の課題であるとの認識のもと､SBO対策に係る技術的要件に焦点

を当て､以下の方針により検討を進めた。

＞今般の福島第一原子力発電所の事故の教訓を踏まえ､基本設計､詳細設計､運転管理

並びに炉心損傷防止及び炉心損傷に至った場合の影響緩和を見通して技術的要件を整理

し､その結果を取りまとめる。

＞整理した技術的要件の中から基本設計要求事項を摘出して､それらを安全設計審査指針

の改訂案に反映する。

>SBOの発生防止に係る要件については､指針48.｢電源系統｣を対象にその信頼性向上の

観点から検討する。

>SBOが発生した場合の原子炉の安全停止とその後の冷却に係る要件は指針27.「電源

喪失に対する設計上の考慮｣に係るものとして検討する。

この方針に基づき検討を重ねた結果､①SBOの発生頻度を合理的に達成できる限り低いも

のとするため､電気系統や外部電源等の電源系統の信頼性を向上させること､②SBO発生時

に原子炉を安全に停止し､停止後の冷却を確保し､かつ､復旧できることを求め､代替電源設

備を設置すること､③SBOへの対策の有効性確認のため、自然現象(外部事象)への対処能

力を把握および評価すること､以上についての具体的な技術的要件を整理するとともに指針

の改定案として取りまとめた。

LUHS対策については､深層防護の考え方に基づき､LUHS時の耐久時間の把握､UHSの

復旧､代替冷却方法､アクシデントマネジメント(AM)の改善点の抽出等の観点から検討を実

施した｡東北地方太平洋沖地震に伴う津波襲来以降の福島第一原子力発電所及び東京電力

株式会社福島第二原子力発電所(以下｢福島第二原子力発電所｣という｡)の非常時に用いる

冷却系統の状況や､福島第二原子力発電所におけるUHSの復旧までの時間余裕の把握_米

国の規制動向や諸外国での事例を参照し､UHSの頑健性､代替UHSの機能､関連設備の改

善､LUHS対策の実効性の総合評価といった論点を念頭に､①LUHSの発生防止､②LUHS"､

の対処､③UHS復旧能力の評価及び④LUHS下での炉心損傷の影響緩和策の観点から基本

的考え方を整理し､報告書にまとめた。

これら以外にも､今後さらなる検討を継続すべき事項として､①安全機能を有する設備の共

用､②原子炉格納容器の雰囲気制御､③施設の状態監視､④使用済燃料の冷却及び⑤安全

設計審査指針の用語の定義等について課題を摘出して報告書にまとめた。

2.要望と所感(論点のとりまとめにあたり）

安全設計審査指針に係るSBO対策やLUHS対策の検討結果には､設計基準事象の範囲

を逸脱する要求等も含まれている｡これは､福島第一原子力発電所事故の教訓の反映ならび

にシビアアクシデントを規制要件とすべきという判断を念頭に置いているがゆえである｡それら

は､本来､AMに対応する指針として体系的に整備されるべきものと考えるが､本小委員会の

今般の検討は､福島第一原子力発電所の事故を踏まえた喫緊の課題であるとの認識のもと、

深層防護の考え方を一貫して適用し､SBO対策やLUHS対策として必要な技術的要件に焦点
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を当て鋭意検討を実施したものである｡その結果､現行の指針体系のもとでの安全設計審査

指針の役割や､他の指針類との関係に不整合を生じる点も指摘されようが､これらの点につ

いてはその趣旨を報告書の取りまとめにおいて明示したところである。

現在､我が国の原子力安全規制体制の見直しが進められており、今後､新体制のもとで技

術基準等が鋭意整備されていくことを期待する｡今回の安全審査指針類の検討において整

理･抽出した論点､それを踏まえた技術的要件等については､その考え方や狙いがその時点

における最新の知見を反映した上で､技術基準等に資されていくことを求めるものである。

原子力施設の安全確保は､設置許可を受ける事業者に第一義的責任があり､事業者は、

自らの安全確保活動について自問し継続的改善に努めることを要望する｡国は､安全確保に

係る事業者の判断に係る基準を明確に示すとともに､事業者の安全確保活動を監査･監視し、

その正当性と合理性を国民に対して論理的かつ明快に説明する責任があると考える。

3

【89／89】


	199-1
	199-2
	199-3

